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価値創造ストーリー

社会課題・顧客ニーズを解決するための製品開発と製造技術の追求

環境アセスメントを取り入れた製品・商品開発マネジメント

革新的なプロセス技術への挑戦と資源効率化

機械学習を取り入れた開発リードタイムの短縮

　東洋炭素グループでは、製品や商品の開発マネジメントに

おいて、ステージゲート方式を採用しています。各ゲート審査

では環境負荷低減や省資源化といった環境アセスメントも実

施しており、環境に配慮した製品・商品開発を行っています。

また、原料調達の観点からも開発初期段階から供給リスク

のマネジメントを行いながら、並行して代替原料の検討等も

行っています。主な評価項目は以下のとおりです。
● 環境負荷物質（REACH規則、RoHS指令等）の使用
● 省エネ（消費電力、生産効率等）
● 省資源
● ライフサイクル（原料-製品生産-流通・消費-廃棄・リサイクル等）
● 原材料リスクアセスメント

　東洋炭素グループでは、カーボン材料の製造工程を構成する

1つ1つのプロセス技術について、技術改良による生産効率化を

目的とする開発と、全く新しい思想を取り入れたイノベーション

的技術開発、双方からのアプローチで開発を実施しています。

さらに、激しい競争環境において優位性を維持するためには、従

来技術の延長線ではない新しい視点を取り入れたプロセス技術

を確立していくことも、将来的に重要であると考えています。

　一連の製造プロセスにおける原料・エネルギー使用量の削

減や、生産リードタイムの短縮化に繋がるこれらの取り組み

は、結果としてコスト競争力向上や短納期対応などの顧客ニー

　東洋炭素グループでは、製造業のエンジニアリングチェーン※に

おける技術開発・設計工程をターゲットに、機械学習技術を活用

した実験および解析サイクルの効率化・高速化・形式知化に取り

組んでいます。データとAI等の先端技術を駆使した高度なモデリ

ングにより、複数の制約条件下でのパラメータ最適化をはじめ、

影響度分析や性能予測等が容易に実験や解析に利用できること

で、これまで莫大な時間とコストをかけて実施していた実験・解

析時の試行錯誤を効率化することが可能になります。当社グルー

循環型社会に向けた製品の開発と製造プロセスの改善

ゲート審査のイメージ

機械学習イメージ

各ゲート審査では環境負荷低減や省資源化を考慮
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product

phase 5

※エンジニアリングチェーンとは、製造業において企画から始まり、開発、設計、製造準備、製造、アフ
ターサービス等までの、ものづくりにおける一連の業務プロセスのつながりを指します。

ズにも応えることになり、循環型社会の実現にも不可欠な取り

組みです。

プでは、このような先端技術を駆使しながら、スピーディーな開発

を推進し、お客様や市場のニーズに応えていきます。

機械学習 教師なし学習

教師あり学習

クラスタリング

アソシエーション分析

分類

回帰

付加価値の向上

GHG排出量削減
競争力向上

・納期短縮
・顧客満足度向上
・市場変動への柔軟な対応

プロセス技術の革新
・焼成時間の短縮
・焼成温度ダウン etc

原料・エネルギー
使用量削減

リードタイム短縮

利益UP
・生産効率向上

コストを抑えたい ロングライフ

万全な
技術フォロー

採用実績多数

トラブル時に
頼りになる

エンドユーザーが
安心する

お客様 期待 フィット 価値提案 製品・サービス

研究機関との連携

お客様の要望に応える製品開発と評価解析技術の拡充

　市場における競争力を高め、革新的な製品やサービスを提

供するためには、挑戦的な研究開発を通じて競合他社に先ん

じた技術を獲得することが重要であると、東洋炭素グループは

考えています。そして、昨今の目まぐるしい市場変化に対応する

ためにはそのスピードも重要であるとの考えのもと、東洋炭素

グループでは全てを自社内で研究開発するのではなく、共同研

究や委託研究、オープンイノベーションを通じて大学や研究機

関との連携を深め、積極的な価値共創を推進しています。近年

では同志社大学、日本工業大学、立命館大学とそれぞれ燃料

電池、カーボンブラシ材料分野、酸化イットリウムに関する複

合材料での基礎研究を推進しており、その成果を次世代の製

品に活かすとともに、学会発表等を通じて”技術の東洋炭素”を

訴求するなど、ブランディングにも注力しています。

　また、世界がカーボンニュートラルに向け大きく舵を切る

中、業界関連各社は、電力ロス低減など省エネにつながるパ

ワー半導体として、事業におけるSiC半導体の位置づけを高

めており、その開発・製造に注力しています。当社グループに

おいても、SiC半導体を注力用途と位置付けており、SiCウエ

ハーの製造において使用される結晶（ウエハーインゴット）

　東洋炭素グループは、カーボンのパイオニアとして技術の

先頭を走り、社会の要求にマッチした製品をタイムリーに投入

できる強固な技術基盤を構築し、新規用途に着目した研究開

発と、従来の特性を超えるカーボン製品の開発に挑戦してい

ます。結果として、環境負荷物質の規制に適合する製品の創

出や、クリーンエネルギー市場の要求にマッチした品質の確

立等を成し遂げてきました。

　また当社グループは、カーボンのプロフェッショナルとし

てお客様が抱える「カーボンが関わる課題」に対して真摯に

取り組み、お客様とともに解決に導きたいと願っています。

そのため、顧客課題の真因を探るキーとして様々な分析装

置や技術等の評価解析技術を構築し、これら社内技術群を

日々磨いています。

ステークホルダーと連携した新製品開発/サービスの向上

※ウエハー上に結晶質の薄膜を成長形成するプロセス。これにより結晶欠陥の少ない膜が形
成される。

製造装置やエピタキシャル成長※装置用の黒鉛部材では、東

洋炭素グループが高いプレゼンスを示しています。本用途で

の競争力をより一層高めるべく、当社グループは、つくばパ

ワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC：Tsukuba 

Power Electronics Constellations）に参画し、黒鉛材料

の特性がSiCウエハーの製造等に及ぼす影響について評価を

実施しています。これらの成果を製品や技術に活かし、SiC半

導体用途において存在感を高め、より良い製品・サービスを

お届けしています。

　こうして生み出された独自性を有する高品位・高付加価値

な製品やソリューションサービスは、お客様に高く評価されて

います。

TaCコーティング黒鉛製品
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価値創造ストーリー

（E）環境・（S）社会・（G）ガバナンス

各 種 課 題

経営
企業理念・ビジョン・方針明示

サステナビリティ方針の明示

成長戦略・事業

事業を通じた社会課題の達成
（マテリアリティ特定・KPI）

ESG対応製品の開発・販売推進

CO2削減・環境負荷低減
省エネ・創エネ・省資源対応
自動化による生産性向上

生産
産廃物削減

品質・調達
製品品質・環境規制対応

サステナビリティ調達推進

人的資本活用と生産性向上

環境・安全・
人事総務・法務

安全衛生・健康経営の推進

人権尊重・ハラスメント防止・モラルUP

ダイバーシティ・女性の活躍推進

コーポレート・ガバナンス強化

リスク管理とBCP計画推進

コンプライアンス・情報資産・知財保護

社会貢献活動　全般

委員会体制図

サステナビリティ推進委員会

ESG価値創造推進グループ

持続可能な生産活動推進グループ

人と組織の活性化推進グループ

経 営 理 念 ／ 経 営 方 針

経 営 戦 略・成 長 戦 略

ミッション

ビジョン

バリュー

サステナビリティ推進委員会

サステナビリティ方針

サステナビリティ体制

サステナビリティ推進委員会の主な活動内容

　東洋炭素グループは、取締役会におけるガバナンス方針に基づき従業員一人ひとりが自主性と責任感を持って自らの業務に取り
組み、全てのステークホルダー（お客様、取引先、地域社会、株主・投資家、従業員）から期待される価値の提供に努めるとともに、
サステナビリティ（社会の持続的な発展や地球環境の維持）の向上に貢献する企業であり続けるために、事業活動を通じた弛まぬ
発展と、会社自身のサステナブル（持続的）な成長性を高めて行く事を方針とします。
　斯様な方針のもとに、技術革新と当社製品による社会的価値・顧客価値の創出をはじめ、地球環境への配慮、安全と健康の確保、
コンプライアンスとリスクマネジメント、公正な事業慣行、人権と多様性の尊重、社会貢献活動による社会との調和等、社会への貢献
と持続的な成長の実現を強く意識した基本姿勢により、バリューチェーン全体を対象にあらゆる事業活動を推進します。

2023年度の開催回数：４回
● TCFDにおける財務影響度の審議
● マテリアリティ(重要課題)のKPIや目標の審議
● 人権方針の検討および審議
● GHGプロトコル第三者検証の実施
● ESG評価機関のスコアリング報告

サステナビリティ推進体制高度化する品質要求への対応

製品の品質に関する基本的な考え方

　東洋炭素グループは、品質マネジメントシステムISO9001等の国際規格を基軸に、品質方針を定め、品質マネジメント体制

を構築するなど、グループ全体で品質管理の仕組みを整えています。今後ますます高度化する品質要求に対応するべく、設計・

開発はもとより生産・販売・サービスに至る各プロセスにおいて品質向上・改善活動を行うことで、「お客様の満足度向上」

と「最高水準の品質」、さらに「どこにもないものをつくる」ことを実現します。

グローバル化の推進

　東洋炭素ブランドとして安定した品質の製品をグローバルに送り出すため、関係

会社に対しては、本社スタッフによる生産および品質保証に関する業務支援を行って

います。定期的なWeb会議による関係会社の状況把握・課題解決はもとより、本社

スタッフが現地に赴き指導を行うほか、現地スタッフを本社工場に招いて研修を行う

など、適切な生産により製品の品質が維持できるよう、品質マネジメントシステムの

観点から、製造・加工・品質管理等を包括的にサポートしています。また、効果が確認

できた改善活動を関係会社にも展開し、グループ全体にその効果を波及させること

で、関係会社間のギャップをなくし、グローバルで品質を維持・向上するべく、活動を

推進しています。

品質検査における自動化の推進

　ものづくり企業として、会社方針に掲げている「強い会社」であり続けるため、品質

マネジメント活動は重要であり、日々進化するべく様々な取り組みを行っています。

その取り組みの一つが測定・検査業務の自動化です。最先端の測定装置導入をはじ

め、自社設計による自動化設備の製作・立上げなど、従業員一丸となり知恵を出し合

いながら、効率改善や精度向上のみならず、従業員の負荷軽減等を考慮した働きやす

い環境づくりにもつなげています。そして自動化により生まれたリソースを、グローバ

ルでの品質管理活動や従業員のスキルアップ等の人材育成に注ぐなど、品質管理活動

の高度化を推進しています。

データを駆使したものづくり

　ものづくりでは、製造工程で得たデータを蓄積・活用し、常に一定基準の製品を製

造することが不可欠です。各工程で取得したデータは、次工程における製造条件の調

整に活用し、さらに最終製品の品質特性データは次の製造条件の設定に活用するな

ど、品質の維持・向上に取り組んでいます。また、これらのデータに基づく工程ごとの

作業や判断を、関係部門といかに迅速に協議し対応するかということをテーマに、さら

なるデータの活用も進めています。品質データを一元管理するデータベースには、常に

最新データを取り込んでおり、お客様から提供していただいた情報やデータと照合し

ながら、分析・解析を進めることで、顧客満足度の高い品質保証を実現しています。

2030年目標
重大クレーム件数
0件(連結)
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サステナビリティ

カテゴリー 重要課題 2030年度目標 関連するSDGs E
（環境）

S
（社会）

G
（ガバナンス）

省エネ・創エネを含めた温室効果
ガス排出量削減

30%削減※1

（2019年度比・単体) ○

製品を通じた温室効果ガス排出量
削減への寄与

環境貢献製品※2

売上高比率35%(連結) 
 ○

地球にやさしい原材料の使用と
調達リスクの回避

  ○

各国の環境法規制への対応と
環境負荷低減

環境法規制違反件数
0件(単体) ○

循環型社会に向けた製品の開発
および製造プロセスの改善

  ○

高度化する品質要求への対応
重大なクレーム件数
0件(連結) ○ ○

ステークホルダーと連携した
新製品開発/サービスの向上

  ○ ○ ○

安全で健康な職場環境の
改善と生産性の向上

  ○

全てのステークホルダーの
人権の確保

    ○ ○

人材育成/研修と教育 ○

人材の多様性の尊重     ○

コンプライアンス ○ ○

危機管理対応力の強化 ○ ○

社会貢献活動の推進

   

  
○

※1 売上高当たりの温室効果ガス排出量原単位（Scope１・Scope２）　※2 環境貢献製品につきましては、P35をご覧ください
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　東洋炭素グループでは、サステナビリティに関連するマテリアリティ（重要課題）を特定し、これらを4つのカテゴリーに分類

しています。マテリアリティへの取り組みを加速していくことにより、自社の持続可能性を高めるとともに、社会・環境への貢献

を拡大していくことを目指します。

サステナビリティ推進委員会で
検討のうえ、取締役会にて承認

重要性評価をもとに課題の優先
順位を決定。外部の意見を反映
するために社外取締役・監査役
と意見交換会を実施

外部重要性（社会・環境に与える
影響）、自社重要性（社会・環境が
自社に与える影響）の視点から
課題の重要性を評価

GRI、SASB、SDGs等国際ガイド
ラインを参照しながら、バリュー
チェーンに沿って自社のサステ
ナビリティ課題を抽出

マテリアリティ特定のプロセス

マテリアリティの決定
STEP 1
課題の抽出

STEP 2
課題の重要性評価

STEP 3
課題の優先順位づけ

● 各国の環境法規制への対応と環境負荷低減

● 省エネ・創エネを含めた温室効果ガス排出量削減
● 製品を通じた温室効果ガス排出量削減への寄与
● 循環型社会に向けた製品の開発および製造プロ

セスの改善
● 地球にやさしい原材料の使用と調達リスクの回避
● 安全で健康な職場環境の改善と生産性の向上
● 高度化する品質要求への対応

・水 / 排水の管理

・情報開示の充実
・経営の財務的健全性の維持
・サプライチェーンへの対応（ESG 全般の確認）
・仕入先 / 製造委託先の経営安定化 /
  技術・情報支援
・生物多様性の保全と回復

● コンプライアンス
● 危機管理対応力の強化
● 全てのステークホルダーの人権の確保
● 人材育成 / 研修と教育
● 人材の多様性と尊重
● ステークホルダーと連携した新製品開発 /
   サービスの向上
● 社会貢献活動の推進

・適正なマーケティング / 宣伝活動 ・顧客プライバシーの確保

マテリアリティのマトリックス分析

ふつう 自社重要性 とても重要

ふ
つ
う

外
部
重
要
性

と
て
も
重
要

マテリアリティと社会課題解決への貢献

　東洋炭素グループでは、グローバルに事業展開する素材メー

カーとして果たすべき14の重要課題をマテリアリティとして特

定し、これらを４つのカテゴリーに分類しています。特に、半導

体等のエレクトロニクス、モビリティ、ライフサイエンス、クリー

ンエネルギー等各市場分野において、社会や顧客のニーズに基

づいて開発・製造・販売する製品は、サステナブルな社会の実

現に向けた高い貢献性とポテンシャルを有しています。

　現在、マテリアリティの一部において2030年度の目標を定め

ています。今後は、その他の項目についてもKPIや目標について

検討を進めるとともに、ステークホルダーの皆様との対話を推

進しながら、変化する経営環境や社会状況に対応するべく、定

期的にマテリアリティの見直しを実施していく予定です。

マテリアリティの内容
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サステナビリティ

2023年度の主な活動内容と
成果について教えてください。

濱田　「ESG価値創造推進グループ」では、環境や社会課題

の解決に貢献する製品の開発と販売拡大を中心に活

動を展開しました。開発に関しては、当社ではステー

ジゲートという方式を採用しており、ゲート1、ゲート

2、と段階ごとに設定したミッションに基づく審査を

クリアしなければ、先に進むことができません。審

査項目には、事業性や市場性のほか、環境負荷、省

資源、廃棄物、サプライチェーンといったものも含ま

れるため、サステナビリティという観点でのマネジメ

ントはしっかりできていると思います。4年ほど前か

らすべての開発をこの方式で進めているのですが、

2023年度はかなり多くの開発テーマが審査を通過

し、一定の成果が得られたと考えています。

橋上　「人と組織の活性化推進グループ」では、これまでと

同様、人的資本を重視した経営戦略のもと、働きや

すい環境づくりに取り組みました。特にこの１年は、

国内・海外の各拠点で何らかの人権問題が生じてい

ないか、しっかりアンテナを張り、一方で、役員研修

やリーダシップ研修、語学力強化に向けたリスキリン

グの支援等、人材の育成や教育にも積極的に取り組

みました。その他にも、地域貢献や第三者機関の評

価向上等、多様な視点で活動を展開しましたが、中で

も最も新しい活動が、役員報酬制度の改定です。当

社では、環境や人的資本に関する課題をマテリアリ

ティ、つまり経営上の重要課題だと位置づけています

ので、インセンティブもこれに連動させるべきとの考

えから、中長期インセンティブ報酬にCDP気候変動

ESG 価値創造推進グループ
取締役専務執行役員 経営企画本部長

濱田 達郎

人と組織の活性化推進グループ
常務執行役員 管理本部長

橋上 浩

持続可能な生産活動推進グループ
上席執行役員 生産本部長

島田 正志　

サステナビリティ推進委員会

グル ープ オ ー ナ ー 座 談 会

スコアおよびグローバルエンゲージメントサーベイと

いう指標を設けました。

島田　「持続可能な生産活動推進グループ」では、2030年

に売上高当たり温室効果ガス排出量原単位を2019

年比で30%削減する、という目標達成に向けて、

ロードマップに沿った様々な活動に取り組んでいま

す。2023年度は、工場のコンプレッサーを高効率

のインバーター式に変更し、照明もLED化。太陽光

パネルの設置やフォークリフトの電動化なども進め

ました。また、主力の製造拠点である詫間事業所で

は、省エネ化によるCO2削減を図るため、熱処理工

程の設備を順次更新しています。なお、CO2削減に

関しては、再生可能エネルギーの購入を積極的に行

い、2023年度は2022年度比で10ポイント使用率が

増加しました。その結果、現在工場で使用している電

力の約40%が再生可能エネルギーとなっています。

2024年度はどのような活動に
注力していくのでしょうか。

濱田　「ESG価値創造推進グループ」では引き続き開発を

重視していく考えです。新しい技術の開発には４年、

5年と長い時間がかかるため、今年度、さらに来年度

の取り組みも基本的には昨年度の延長線上にあり

ます。ただ、新たな動きとして、同志社大学や日本工

業大学、立命館大学とともに燃料電池やカーボンブ

ラシ材料、複合材を開発したり、黒鉛材料の非化石

原料化という研究テーマが国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)の「NEDO 

先導研究プログラム/新技術先導研究プログラム」 

に採択されるなど、外部の研究機関と共同研究する

機会が増えました。なお、当社グループは、製品を通

じた温室効果ガス排出量の削減をミッションとして

おり、パワー半導体をはじめ、原子力発電や風力発

電の領域にも注力していきます。

橋上　NEDOの件は当社だけでなく、数者が一緒になって

取り組む、いわばオープンイノベーションのような形

ですよね。スパンはかなり長くなると思いますが、

2050年のカーボンニュートラル達成に向けて非常

にインパクトと意義のある研究だと感じます。島田さ

んの「持続可能な生産活動推進グループ」では、これ

までの取り組みをさらに強化していく、というイメー

ジでしょうか。

島田　そうですね。生産ラインにおいて、そうしたウルトラC

と言えるような画期的な取り組みはなかなか難しい

ので、老朽化設備の更新や再生可能エネルギーの購

入等、省エネ・創エネにつながる活動を一つひとつ積

み重ね、計画通りに進めていくことが大事だと思って

います。なお、今年度特に力を入れていきたいと考え

ているのは、“ムダ・ロスの削減”です。作り直しや廃

棄が発生するとそれだけ余分にエネルギーを使うこ

とになるため、品質のレベルを上げ、歩留まりの改善

を目指します。また、各部門で生産工程に関する改

善発表会を実施し、インセンティブも設けているので

すが、現場から底上げを図っていく取り組みにも引き

続き注力したいと思います。

橋上　「人と組織の活性化推進グループ」では、従業員のモ

チベーションやエンゲージメントの向上を2024年度

の大きな目標としています。ベースアップや福利厚

生の充実等、金銭面・非金銭面の両面で施策を考え

る必要がありますが、すでに着手している取り組み

の一つが、工場における働く環境の改善です。日々

気持良く仕事をし、また気持ちよく帰ってもらえるよ

う、シャワールームやトイレを綺麗にしました。また、

メーカーというのは男社会というイメージが強いか

もしれませんが、当社では工場をはじめ、様々な職場

で女性の活躍を推進しています。役員に占める女性

の比率も社会の要求を満たしているのですが、マネジ

メントレベルで活躍する女性をもっと増やしていきた

いですね。新卒の従業員の中からも管理職や経営幹

部になる人材を育てたいと思っています。
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サステナビリティ 環境

ステークホルダーの皆様への
メッセージをお願いします。

橋上　東洋炭素グループには、「グローバル企業になる」「世

のため・社会のためになる」「強い会社になる」という

３つの会社方針があります。中でも、「世のため・社会

のためになる」は非常に重要で、私たちのものづくり

が実際にどのように世の中に貢献しているのかを明

確に理解することが、一人ひとりの働きがいにつなが

ると考えています。そこで、お客様が東洋炭素グルー

プの製品をどのような形で活用しておられるのか、エ

ンドマーケットのどのような製品と結びついているの

かということを、従業員に理解してもらうための取り

組みを始めました。また、私は採用活動にも携わって

いるのですが、最近の学生さんには、社会貢献ができ

る会社で働きたい、という方がたくさんおられます。そ

うした意識の高い若い方々の想いに応えられる会社

でありたいですし、従業員に、この会社に入社して本

当に良かった、と思ってもらえるよう、エンゲージメン

トの向上に努めていきたいと思います。

濱田　東洋炭素グループの製品は非常に多岐にわたるため、

環境に貢献できる製品や技術が実はまだまだあるので

はないか、と私は考えています。炭素というのはたくさ

んの可能性を秘めていて、様々な材料を加えて複合材

料にすることで性能が変わる“余地”があります。新た

な可能性を発見できるよう、今後さらに外部との交流

を広げ、アンテナを高くして活動していきたいと思いま

す。また、世界の情勢が目まぐるしく変化していく中、

環境的・人道的な視点でサプライチェーン全体を見渡

し、製品や技術の開発に臨んでいきたいと思います。

島田　「持続可能な生産活動推進グループ」では、生産の現

場で歩留りの向上に努めている、とお伝えしました

が、そうした改善活動をグローバルに促進していくこ

とが大切であり、今後の課題でもあります。また、国

内で製造した材料を海外の拠点で加工し、海外のお

客様に提供する、というのが東洋炭素グループのビ

ジネスの大まかな流れですが、各拠点の状況に応じ

て材料を融通し合えるよう、その流れの見える化を進

め、生産の効率化を図っていきたいと思います。

濱田　島田さんの生産のお話、橋上さんの人材のお話、そし

て私の開発の話、これらは決して別々のものではな

いんですよね。いずれもベースには中期経営計画が

あり、密接につながり合うことで、それぞれの活動が

成り立っていると言えます。

橋上　私たちグループオーナーは活動方針の策定や取締役

会での報告を行っていますが、その一方で、実働部隊

として活躍するメンバーはグループの枠を超えて活発

にコミュニケーションを図り、様々な案件や課題解決

に取り組んでいます。CEOがよく“一枚岩”という言葉

を使うように、これからも３つのグループが連携し、

一体となって、サステナビリティの向上に努めていき

たいと思います。

環境方針／マネジメント体制

環境方針

環境マネジメントシステム

　東洋炭素グループでは、21世紀の産業においては、まず地

球環境に配慮した事業体でなければならないと考えていま

す。C（炭素）は地球上にある元素の中でSi（シリコン）に次い

で多く存在する元素ではありますが、資源は有限であり常に

再利用を考えた事業展開を進めることが重要です。

　また、製造工程上発生する廃棄物についても、まず廃棄物

を出さないあるいはどうすれば廃棄物を少なくできるかを念

頭に置いた製造技術、研究開発を進めています。

　東洋炭素グループでは、環境マネジメントシステムISO14001

を経営マネジメントシステムの一つとしてその他の事業プロセ

スと統合・協業し、消費エネルギーの抑制をはじめとする環境

負荷低減の取り組みにより、サステナブルな社会の実現に貢献

します。環境マネジメントシステムの認証においては、国内事業

拠点および海外現地法人含め、2023年時点において、5拠点で

認証取得しています。

　当社グループでは環境管理部門により、各部門から発生す

る廃棄物の量や、削減対策をウォッチングし、地球環境維持

を図るとともに、研究開発では、黒鉛廃棄物の有効利用を考

えた開発テーマにも取り組んでおり、全社員の環境維持への

意識の高揚に努めています。

　地球環境にやさしい企業を目指し、日々企業活動に取り組

むことが当社グループの使命です。

1.地球環境の保全
未来の子供たちのために､美しい地球を守るために、私達は
地球環境に配慮したものづくりをします。

2.環境負荷の低減
地球環境へ負荷をかけない製品の設計、省エネ、省資源、廃棄物
の削減、ならびに廃棄物の再利用を推進します。

3.法令等の順守
適用される環境に関する法令、条例、および当社が同意するその
他の要求事項を順守します。

4.継続的改善
事業活動に係る全ての環境影響を的確に把握し、技術的、経済的
に可能な範囲で、これらを防止・減少させる活動を継続的に実施し
ます。

5.環境啓発活動
環境方針を円滑、かつ効率的に達成するため、全従業員に対して
環境教育、および啓発活動を行います。

6.環境情報の公開
環境方針と取り組み状況は、全従業員と利害関係者に周知すると
ともに一般に公開します。

本社サイト
サイト責任者 サイト責任者サイト責任者

部責任者

各部 各部

営業サイト
国内6営業所

各部 各部

環境マネジメントシステム組織体制

ISO14001の取り組み
法令
順守

ISO
14001

産廃削減
活動

安全
衛生

ISO
9001

5S
活動

省エネ
活動

工場サイト
国内4工場

各部各部

地域社会と共生するために法令を順守しながら
生産活動を実施します。

産業廃棄物の削減は世界の課題であり、東洋炭
素グループも積極的に削減していきます。

省エネ活動を推進し、エネルギー
使用量の削減に努め、CO2等の温
室効果ガスの排出を抑制します。

ISO9001の活動と連携し工
程能力を上げることで、エネル
ギー削減に努めます。

安全・安心な職場は社員との共
生を果たし、持続可能な社会へ
の一歩となります。

5S活動を積極的に推進し、業務
改善を行い、エネルギーロスの
ない社会を目指します。

ISO14001：認証取得、累積件数推移

55

33

1

〜2005 〜2010 〜2015 〜2020 〜2023（年度）

（件）

事務局

トップマネジメント

管理責任者

維持管理スタッフ

会 長

管理本部担当責任者

※2023年度より、集計対象から非連結子会社・関連
会社を除いたため、昨年度の集計値とは差異が生じ
ております。
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環境

省エネの取り組み　ロードマップ②

　東洋炭素グループでは、CO2排出量削減の一環として、再生可能エネルギー

を積極的に取り入れています。主力の生産拠点である香川県内の工場では、

実質再生可能エネルギー由来電力の使用率（再エネ使用率）が2022年度から

10ポイント増加し40％となりました。また、本社および近藤照久記念東洋炭

素総合開発センターでは、全ての電力を実質再生可能エネルギー由来電力で

賄っています。2024年1月に移転した新本社については、オフィスの電力が全

て実質再生可能エネルギー由来であることも、移転の決め手となりました。

　これらの取り組みにより、東洋炭素（単体）における再エネ使用率は約40％

となりますが、将来的に再エネ使用率をさらに上昇させるべく、具体的な検討

を進めています。

　さらに、かがわスマートグリーン・バンクのJ-クレジット制度利用により、

2023年度の温室効果ガス削減量は1,046t-CO2/年となり、2022年度281

t-CO2/年より大幅な削減を達成しました。なお今年度より、J-クレジット制度

利用のGHG削減量は無効化処理年度分に変更しました。

　2030年の目標達成のため、段階的に実質再生可能エネルギー由来電力の

比率を高めていきたいと考えています。
生産技術センターSｉCコーティング工場に設置しているソーラーパネル

高温ガス炉の要となる黒鉛製品

　2050年までにカーボンニュートラルを達成するため、エネ

ルギーミックスにおける原子力発電の役割は重要度を増して

います。

　原子力発電は、その安定性と低炭素性から、持続可能なエ

ネルギー源として、地球温暖化対策において重要な役割を果

たすとされており、多くの国々が原子力の利用を拡大する方

向に向かっています。

　アラブ首長国連邦（UAE）で開かれたCOP28（国連気候

変動枠組条約第28回締約国会議）では、「パリ協定」で示さ

れた1.5℃目標の達成に向け、2050年までに2020年比で世

界の原子力発電設備容量を3倍に増加させるという宣言文書

が、日本をはじめ米英仏加等22か国より発出されました。

　このように地球温暖化対策を背景に原子力発電への関心

が高まるなか、東洋炭素グループの黒鉛製品が使用されてい

る高温ガス炉が改めて注目されています。

　高温ガス炉は原子力発電の次世代技術として、持続可能な

エネルギー供給の一翼を担う可能性があると期待されてお

り、世界各国で開発と研究が盛んに進められています。これ

は高温ガス炉が、優れた固有の安全性と、水素製造等950℃

を超える高温の熱の活用により、カーボンニュートラルに貢

献すると期待されているからです。

　当社グループは、これまでに公的機関等との長年にわた

る共同研究により、原子力用途における黒鉛材料のデータや

ノウハウを蓄積してきました。また、高温ガス炉において

は、日本および中国における試験炉および実証炉への納入実

績があります。

　今後も高品質かつ信頼性の高い製品をお客様に安定的に

供給し、カーボンニュートラルの達成に向け、社会へ貢献して

いきたいと考えています。

写真提供：日本原子力研究開発機構

製品を通じた温室効果ガス排出量削減への寄与

2030年目標
環境貢献製品売上高比率
35%(連結) (2023年実績 27.1%)

創エネ・省エネを含めた温室効果ガス排出量削減

気候変動リスク低減への貢献と環境保全
2030年目標
GHG排出量原単位
(2019年比) 30%削減(単体)

生産活動における温室効果ガス排出量の削減

　東洋炭素グループでは、2030年度の売上あたり温室効果

ガス排出量（GHG）原単位（Scope1、Scope2）の2019年

度比30%削減（単体）に向け、GHG排出削減ロードマップを

策定し、各種施策を推進しています（図表1）。
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図表2：GHG排出量の推移（単体）

2024年GHG排出削減目標　
約25,000t-CO₂/年（2023年度における排出量と削減量の合計の24%に相当）

省エネの取り組み　ロードマップ①④

図表1：GHG排出削減ロードマップにおける進捗

※年度目標達成レベルにおける「－」については、2024年度以降順次実施予定です。

大＝50％以上　中＝30％以上50％未満　小＝30％未満
◎＝100％以上　●＝90％以上　▲＝80％以上90％未満　×＝80％未満

目標指標
2030年排出
削減量におけ

るウェイト

2023年実績
年度目標達成

レベル
各種施策例

①省エネ機器の
　導入 小 ◎ ・ 高効率コンプレッサーの導入

・ LED照明の設置

②CO₂排出係数の
　低いエネルギーの
　導入

大 ◎

・ 再生可能エネルギー由来電力
  （J-クレジット等）購入
・ 再生可能エネルギー由来電力
  （太陽光発電等）購入、導入

③エネルギー原
　単位の小さい
　焼成炉への転換

小 － ・ 燃料転換
・ 炉の更新

④操炉時間の
　最適化 小 ◎ ・ 省エネの推進

・ 既存設備の改善

⑤炉への詰め効率
　最適化 小 － ・ 歩留まりの改善

・ 炉詰指示のAI化

高効率コンプレッサー（詫間事業所）

　主力の製造拠点である詫間事業所において、等方性黒鉛の製造設備（黒鉛

化炉・焼成炉）を、最新の制御方式を取り入れた省エネ設備に更新し、エネ

ルギー使用量の改善を図りました。加えて、ユーティリティ設備である事業所

内のコンプレッサーを集約・インバータ化する等、高効率化を図るほか、LED

の設置を進める等、省エネの取り組みを推進しました。この結果、同事業所で

は2.5％の省エネを達成することができました。

　これらの取り組みは省エネの達成だけでなく、エネルギーコストの削減

や作業性の改善にもつながっています。

　現在も、既存の各炉において、操炉時間の短縮や詰効率の最適化を検証

するなど、既存設備の省エネや自動化につながる取り組みを推進し、エネ

ルギー使用量のさらなる削減に取り組んでいます。

　生産活動におけるエネルギー使用の効率化・省力化に繫がる

様々な施策に取り組んだ結果、2023年度はGHG排出削減

目標（原単位）を達成することができました（図表2）。

　引き続き、各種取り組みを推進し、2030年の目標達成を目

指すとともに、カーボンニュートラルの実現に貢献していきた

いと考えています。
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環境

　東洋炭素グループは、2021年7月に「気候関連財務情報開示タスク

フォース（TCFD）」の提言への賛同を表明し、TCFDが提言する開示フ

レームワークに沿った情報開示を進めています。この度、気候変動対応に

関連する主なリスクと機会について、財務影響を特定しました。今後、各

リスクと機会について対応を進めます。

1．ガバナンス
　サステナビリティ推進委員会の支援プロジェクトとしてTCFD対応プロジェクトを設置し、気候変動対応に関するシナリオ分析、リスク機会
の分析、対応策の策定等を行い、その内容はサステナビリティ推進委員会に報告されます。
　サステナビリティ推進委員会で行われた審議は、取締役会に報告され、承認・指示されます。取締役会で報告、承認・指示されたサステナビリ
ティに関する議案は、サステナビリティ推進委員会を通じて各事業部門、およびグループ各社に伝達され、それぞれの経営計画・事業運営に反映
されます。また、その内容によっては取引先にも協力を要請しています。

2．戦略
　TCFDが推奨するガイダンスに則り、2040年までの事業環境をシナリオ分析の手法を活用し、気候変動が当社に与える影響を分析・評価しています。

3. リスク管理
　東洋炭素グループは、「リスク・コンプライアンス基本規程」に基づ
き、法令・定款および企業倫理の遵守とリスク管理体制の確立のた
め、これらを統括する組織としてリスク・コンプライアンス委員会 (以
下RC委員会)を設置し、リスク・コンプライアンス上、重要な課題につ
いて審議し、方針を決議しています。個別のリスクについては、主幹
部署が管理・対応を行い、RC委員会がこれらを統括しています。
　気候関連のリスク項目は、サステナビリティ推進委員会で管理さ
れるとともに全社のリスクマネジメントの一環として、RC委員会に
おいて評価・検討を行い、取締役会に報告されます。

主なリスク 出現時期 財務影響

政策・規制 厳しい温室効果ガス排出抑制基準が設けられ、排出削減の
ための投資や技術改善が必要となる。 短～長期 -

市場/顧客
の変化

自動車のEV化によるエンジン関連の製品需要が減少する。 中～長期 小

次世代太陽光発電パネルの広がりにより、製品の需要が
減少する。 長期 小

同業他社等、
業界の変化

環境に配慮した生産体制の見直しによって、競合他社との
競争が激化する。 中～長期 中

調達

原材料(コークス・ピッチ)の需給バランスの崩れにより、
価格が高騰する可能性がある。 短～長期 中

炭素税の導入や環境に適応した調達品の価格が高騰する
可能性がある。 短～長期 小

製造

自然災害の激甚化により、操業停止等によるコスト増加の
可能性がある。 中～長期 小

環境対応のため求められる製造プロセス改善のコストが
増加する。 中～長期 中

主な機会 出現時期 財務影響

政策 ・ 規制 再生可能なエネルギー等の環境に関連する製品の需要が
増加する可能性がある。 中～長期 -

市場／顧客
の変化

自動車のEVシフトにより、パワー半導体関連等、黒鉛部材
の需要が増加する。 中～長期 大

風力発電の需要増により、給電・アース用ブラシの需要が
増える。 中～長期 小

CO2排出量削減にともない原子力用途の黒鉛需要が
増加する可能性がある。 中～長期 小

財務影響 (小：0～10億円未満、中：10億円以上～100億円未満、大：100億円以上)

WEO：IEAが発刊する世界エネルギー見通しWorld Energy Outlook 2020
IPCC：気候変動に関する政府間パネルIntergovernmental Panel on Climate Change
A-PLAT：気候変動適応情報プラットフォームClimate Change Adaptation Information Platform

シナリオ分析の概要
対象範囲 グループ連結対象企業
想定期間 現在～2040年(CO2削減目標は、2050年)

シナリオ構築

1.【1.5℃シナリオ】
地球の平均気温を産業革命以前の水準から1.5℃以内に抑えるシナリオ
参照情報

IEA WEO2020 SDSシナリオ／IPCC 第6次評価報告書 第1作業部会報告書より　
SSP1-1.9,2.6／その他

2.【4℃シナリオ】
地球の平均気温の上昇を産業革命以前の水準から4℃程度上昇するシナリオ
参照情報

IEA WEO2020 STEPSシナリオ／IPCC第6次評価報告書 第1作業部会報告書より 
SSP2-4.5、SSP3-7.9、SSP5-8.5／A-PLAT S8 気候 RCP8.5／その他

 第三者保証報告書
Scope1、2
https://www.toyotanso.co.jp/sustainability/pdf/independent_
assurance_report_2024.pdf

Scope3
https://www.toyotanso.co.jp/sustainability/pdf/independent_
assurance_report_2024_scope3.pdf

4. 指標と目標
　リスクや事業機会の管理に必要な指標、目標値は、それぞれのリ
スクや機会への対応策を策定後に決定します。なお、GHG排出量
（Scope1〜3 2023年度）については第三者検証を受けています。

東洋炭素株式会社のGHG排出量 (2023年1月1日～12月31日)
[GHG排出量]
 Scope1（連結）：35,594t-CO2e
 Scope2（連結）：ロケーション基準84,302t-CO2e、マーケット基準62,013t-CO2e
 Scope3（単体）：83,689t-CO2e 
内訳（t-CO2e） 
カテゴリー1：53,716　カテゴリー2：8,007　カテゴリー3：16,239　
カテゴリー4：4,119　カテゴリー5：817　カテゴリー6：138　カテゴリー7：410　 
カテゴリー13：152　カテゴリー15：90

TCFDへの対応

　なお、2023年度における環境法規制違反件数(単体)は、

0件でした。

　当社の個別製品の含有化学物質情報については、受注契約

時や調査依頼時等に、営業部門が窓口となり対応・回答して

います。

調査対応例
● RoHS指令禁止物質に関する不使用証明書
● REACH規制におけるSVHC不使用証明書
● chemSHERPA※ 

　欧州RoHS指令、欧州REACH規則、米国TSCAをはじめと

した国際的な化学物質の法規制、IEC62474やGADSLをはじ

めとした各種業界標準、個々のお客様から要求される基準等

は年々強化されており、製品含有化学物質管理への要求はま

すます高まっています。

　東洋炭素では、製品含有化学物質管理部門の主導により、

関連法規制、関連業界標準、お客様基準の最新情報の収集・

整理を行い、製品含有化学物質の管理基準を定めたうえで、

グリーン調達ガイドラインに反映し、管理一覧表にとりまとめ

るなど、品質マネジメントシステムに統合された製品含有化学

物質の管理体制を構築しています。

づき、環境負荷物質の排出量を監視し、環境負荷の低減に努

めています。さらに今後は温室効果ガスの排出量削減にも積

極的に取り組みます。

環境負荷の低減

　東洋炭素では、地球環境に対する負荷が少ない製品の設

計、省エネ、省資源、廃棄物の削減および再利用を推進してい

ます。また、製品を製造する工程において、各種環境法令に基

※ アーティクルマネジメント推進協議会が運営している、製品に含有される化学物質情報をサプラ
イチェーン上で、円滑・効率的に伝達するためのデータ作成支援ツール

原料依存からの脱却を目指し、研究開発を進めることとなり

ました。

　当社は各者と連携し、非化石資源から製造された人造黒鉛

原料を2040年に社会実装することを目指すとともに、2050

年カーボンニュートラル達成に向けて貢献してまいります。

　カーボン材料は、石油・石炭などの化石資源由来の原料を

使用するため、化石資源に依存しない原料開発は、CO2削減

のみならず生産活動においても重要な課題となっています。

　東洋炭素グループでは、使用済み黒鉛製品のマテリアルリ

サイクルに関する研究開発に取り組んでおり、使用済み黒鉛を

微粉化し原料に戻す技術、廃棄材料の二次的活用等、多角的

な観点から廃棄物削減の技術開発を進めています。また、高

機能に特化したカーボンメーカーとして、人造黒鉛の品質にお

ける安定性維持・向上を図るべく、黒鉛前駆体や黒鉛質粉体

など原料の微細化や粉砕技術の開発に取り組んでいます。こ

れら粉体制御技術および廃棄物活用技術を応用し、使用済み

の黒鉛質材料から人造黒鉛の原料となる基材を創り出し、ケ

ミカルリサイクル技術の確立を目指しています。

　このような活動の一環として、国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が公募した2024年

度「NEDO先導研究プログラム/新技術先導研究プログラ

ム」における研究開発課題において、当社を含む4者※が提案

した研究開発テーマが採択され、人造黒鉛における化石由来

プロジェクト名
エネルギー・環境新技術先導研究プログラム／

【I-M1】人造黒鉛における化石由来原料依存からの脱
却に資する革新的製造技術の開発

採択テーマ 黒鉛材料の非化石原料化に向けた研究開発

実施体制※

・東洋炭素株式会社
・国立研究開発法人 産業総合技術研究所
・SECカーボン株式会社、アイ’エムセップ株式会社
・日鉄ケミカル＆マテリアル株式会社

実施期間 2024年度から最大3年間

各国の環境法規制への対応と環境負荷低減

2030年目標
環境法規制違反件数
0件(単体) 

地球にやさしい原材料の使用と調達リスクの回避
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安全・安心で、誰もが働きやすい職場環境づくり

安全で健康な職場環境の改善と生産性の向上

全てのステークホルダーの人権の確保

労働安全衛生の推進

環境安全衛生委員会の体制と活動

　東洋炭素では、従業員の健康と安全を保護し、従業員一人

ひとりが健康で安全・安心に働き続ける快適な職場環境づ

くりを推進するために安全衛生規則を定めています。労使が

一体となって労働者の危険または健康障害を防止することを

目的に、安全衛生委員会を組成し、労働安全衛生に関する法

令・規則等を遵守するとともに、安全衛生活動の継続的な改

善・向上に取り組んでいます。

　「労働災害ゼロ」を目標に、製造現場では労働災害を未

然に防止するための取り組みを日々徹底し、従業員の労災防

止・抑制に努めています。

人権に対する基本的な考え方

　私たち東洋炭素グループの経営理念である「C（カーボン）の

可能性を追求し世界に貢献する」は、持続可能な社会の発展

への貢献そのものであり、自社製品や企業活動を通じてSDGs

を含む社会課題の解決に向けた様々な取り組みをグループ

全体で展開しています。

　私たちは、世界中の人々が安心して豊かな生活を送ること

のできる社会の実現をめざしてこれらの取り組みを進めてい

ます。とりわけ、人権の尊重は、これらの取り組みにとっての

不可欠な基盤となるものです。

　私たちは、東洋炭素グループの企業活動が人権に及ぼす影響

を真摯に受け止め、かかる影響に対し適切に対応することが私

たちの社会的使命であると捉えています。そこで、その使命を

果たすための最上位の指針として、東洋炭素グループ人権方針

を制定しました。

　私たちは、本方針のもと行動し、皆様とともに持続可能な

社会のさらなる発展を追求してまいります。

サプライチェーンでの取り組み

　東洋炭素グループでは、調達活動において、グローバルに開

かれた参入機会を提供し、公平で公正な取引を通して、仕入れ

先との信頼関係を構築し、持続可能な社会の実現に貢献する

ため、サプライチェーン全体で環境保全ならびに社会的責任を

果たすよう調達方針として定めています。

　また、仕入れ先の皆様に遵守を要請している「サステナブル

調達ガイドライン」において、児童労働や強制労働の禁止を

含む、人権・労働について遵守いただく事項を示しています。

また、定期的に監査を行い、取り組み状況を確認しています。

人権に関する相談窓口の設置

　東洋炭素グループでは、人権に関する問題やトラブル等の相

談窓口として、内部通報窓口を設置し、対応に当たっています。

グループ各社に社内および社外の通報窓口を設けるなど、複数

の通報手段を確保しているほか、匿名での通報も認めています。

通報内容は、秘密として厳格に取り扱い、通報者を特定する行

為を禁止し、通報者が内部通報を行ったことを理由に懲戒処分

や不利益な扱いを受けることがないよう保護を図っています。

人権に関する教育の推進

　東洋炭素グループでは、年間を通して、管理職を対象にした

職場マネジメント研修や、全従業員向けの人権啓発研修、ま

た、職場の様々なハラスメント問題のケーススタディを実施し、

誰もが働きやすい職場づくりについて理解を深めています。

人権デュー・ディリジェンス

　東洋炭素グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導

原則」に基づき、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築

し、人権に対する負の影響およびそのリスクについて把握する

とともに、その予防、軽減に向けた取り組みを進めています。

　2024年度においては、東洋炭素単体について、人権デュー・

ディリジェンスを実施し、事業のバリューチェーン全体にわた

り、人権に対する負の影響およびそのリスクを把握したうえ

で、継続的にその予防・軽減に取り組んでまいります。以降、

対象範囲を段階的に拡大し、関係会社でも取り組みを進める

計画です。

　なお、サプライチェーンについては、児童労働や強制労働の

禁止を含む、人権・労働について、チェックシートを用いたサプ

ライヤーへの調査により問題ないことを確認しておりますが、

今後、人権デュー・ディリジェンスを行うことにより、より詳細な

確認を行ってまいります。

　東洋炭素グループは、人権に対する姿勢や取り組みをより明確化するため「東洋炭素グループ人権方針」を制定しています。

　企業活動が人権にインパクトを与える可能性があることを理解し、東洋炭素グループの企業活動に関わる全てのステークホル

ダーの人権を尊重する責任を果たしていきます。

　安全衛生委員会のメンバーは、総括安全衛生管理者、安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、産業医、労働者および労

働組合代表で構成しています。

　毎月1回開催する委員会では、以下の項目を中心に情報共有を行い、問題解決に向けた話し合いを通じて、より良い職場環境

づくりに役立てています。
● 安全成績（業務上災害・交通災害）の報告、月次活動実績/計画、産業医や委員のパトロール結果の報告
● ヒヤリハットやリスクアセスメントの事例紹介
● 安全活動トピックスの発表

 東洋炭素グループ人権方針
https://www.toyotanso.co.jp/sustainability/society/respect.html

健康経営の取り組み

　東洋炭素では、長年にわたり従業員の健康向上を目指した施

策を進めています。

　2022年には、従業員の健康管理に配慮した体制の構築を目

的として、クラウド健康管理システムを導入しました。システム

導入により、国内の各事業所に散らばった従業員の健康情報や

ストレスチェックの結果が一元管理できるようになり、産業医

面談が適時適切に実施できるようになるなど、従業員の健康状

況を的確に把握し、きめ細やかで迅速な対応ができる体制が整

いました。

　また、健康診断結果などの情報管理を紙からデータに移行し

たことにより、情報管理の煩雑さからも解放され、健康管理業

務の効率化にもつながっています。

　これからも、従業員の健康を最優先に考え、より良い職場環

境の構築に努めてまいります。

人権デュー・ディリジェンスの実施年度のイメージ

単体 グループ内 主要な一次サプライヤー

2024年 2025年 2025年

− 2026年
2027年 2027年

国
内

海
外

2019 2020 2021 2022 2023（年度）
0

0.5

0.10

0.15

労働災害強度率※2

 製造業　  炭素・黒鉛製品製造業　  東洋炭素

2019 2020 2021 2022 2023（年度）
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1.0

1.5
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2.5

労働災害度数率※1

 製造業　  炭素・黒鉛製品製造業　  東洋炭素

※1 度数率：100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す
指標です。度数率＝労働災害による死傷者数／延実労働時間数×1,000,000

※2 強度率：1,000延実労働時間当たりの延労働損失日数で、災害の重さの程度を表す指標で
す。強度率＝延労働損失日数／延実労働時間数×1,000

労働災害発生件数

2019 2020 2021 2022 2023

8 2 6 5 5

東洋炭素　環境・安全衛生方針
1.年始無災害運動と本年度の安全

衛生計画の周知
2.健康維持の推進
3.環境及び安全衛生教育の徹底と

安全意識の高揚
4.産業廃棄物削減強化徹底

5.熱中症災害防止と防災意識の向上
6.職場環境の改善
7.年末無災害運動
8.本年度の安全衛生活動の反省と来

年度の安全衛生活動の計画
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社会

人材の多様性の尊重

人的資本マネジメント ダイバーシティ＆インクルージョン

女性活躍の推進

研修と教育制度

　東洋炭素グループでは、グローバル化をはじめ、少子高齢

化による労働人口の減少やデジタルトランスフォーメーション

（DX）の波、新しい働き方・価値観・ビジネスモデルの変容等、

目まぐるしく変化する経営環境のもと、サステナブル（持続可能）

な社会の実現に貢献する人事環境の構築を推進しています。

　社員にとって働きがいのある会社を目指すことはもちろん、

多様性の尊重、適所適材による人材配置と中長期的な人材育

成、健康経営の推進、公正な評価と総合的な報酬政策によるエ

ンゲージメントの向上を重視します。

　こうした各種人事施策を通じて、「人と組織」のパフォーマン

スを最大化するとともに、「すべての人の安全と安心が保障さ

れた『誰一人取り残さない』社会の実現」に向け、一人ひとりが

情熱と誇りを持って挑戦できる活躍の舞台を提供し続けます。

　「ダイバーシティ＆インクルージョン」の推進は、重要な課題

の一つであり、多様な人材による多様な発想は、企業や社会の

持続的成長の源泉だと認識しています。

　東洋炭素グループは、性別や国籍をはじめ、宗教、年齢、障が

いの有無、その他の差異による差別の禁止を基本原則とし、自

分とは異なる価値観やアイデアを持つ従業員がお互いを尊重し

合い、働きがいをもって働くことができる信頼と共創の溢れる

企業風土の醸成を目指しています。

　東洋炭素では、仕事と子育てを両立させ、働きやすい環境を

整備することにより、女性が能力を十分に発揮し、活躍できる

職場環境を構築しています。その結果、近年、女性従業員およ

び女性管理職の比率は徐々に上昇しています。

　また、女性活躍推進法に基づく行動計画を策定し、計画的に

取り組みを進めています。

人材育成に関する基本的な考え方

　東洋炭素グループは、人材は最も大切な資産であり、人の成長こそが、会社発展の原動力であるとの認識に立ち、以下の３つ

の方針に基づいて、社会的な価値を創出し、信頼される企業として、従業員とともに成長することに努めていきます。

１．経営理念と深く結びつく会社方針に基づき、グローバルな視野を育むべく海外勤務よる異文化交流の機会を提供し、グローバルでのチーム
ワークやコミュニケーションスキルを向上させるためのトレーニングを行い、国境を越えた仕事に対応できる人材を育成します。 

２．強靭な組織基盤を確立するために、従業員の能力開発を重視しています。継続的な学習やスキルアップの機会を提供し、変化の激しいビジ
ネス環境にゼロベース思考で柔軟に対応できる人材の育成と、リーダーシップや問題解決能力の向上を支援し、自律的なキャリア形成を促す
環境を整えます。さらに、イノベーションを重視し、新しいアイデアや創造を奨励することで、強力な競争力を持つ人材育成を目指します。

３．社会への貢献に対する感度の高い人材育成に取り組むために、従業員の倫理と社会的責任の意識を醸成します。持続可能性を重視し、環境
をはじめとした社会課題に対する取り組みを推進します。

2023年資格・講習等の受講延べ人数実績：497人／目標500人以上（達成率99.4％）（単体）

 ESGデータ集
https://www.toyotanso.co.jp/sustainability/esg-data.html

人的資本マネジメントの取り組み

行動計画（期間 2024年1月1日～2025年12月31日までの2年間）

教育体系図

カテゴリー 内容

人材育成と教育

社員の能力開発プログラム

教育研修の実施

キャリア開発と昇進機会の確保

労働環境と福利厚生

労働環境の改善施策の実施

福利厚生プログラムの実施

ワーク・ライフ・バランスの推進

ダイバーシティと
インクルージョン

多様性の受容と推進

性別、年齢、民族、障がいの有無に関わる多様性指標の上昇

従業員エンゲージメント
エンゲージメント調査の実施

エンゲージメント向上のための具体的な取り組み

健康と安全

労働安全衛生管理

健康維持・増進プログラムの実施

メンタルヘルス対策

報酬と評価

報酬制度の透明性確保

パフォーマンス評価と報酬のリンク

インセンティブ制度の導入

採用と定着

採用戦略と実績

新規採用者のオンボーディングプロセス

離職率低減とその対策

目標 根拠法 対策

年次有給休暇取得率
60％以上（全社平均）

次世代育成支援・
女性活躍推進法

年次有給休暇の取得状況を把握し、取得促進を図るための施策を講じる 
・ 毎月取得率をチェックし、状況把握する 
・ 定期的に社内掲示板にて取得推奨を促し、取得率向上に努める 

育児関係休暇を取得しやすい
環境の構築

次世代育成支援・
女性活躍推進法

法令・社内規程について全社的に再周知し、出産予定者・お子様が生まれた社員全員が育児関係の休暇を
取得しやすい環境を構築する 
・ 福利厚生の充実を図り育児休業を取得しやすい環境をつくる 
・ 出産予定者・お子様が誕生した方に「育児エンジョイハンドブック」を用い面談する 
・ (出生時)育児休業制度と休暇制度等を説明し、育児について積極的に係わり、公私ともに充実した時間を

過ごすよう推進していく 

出産・子育てを経験した
女性社員のキャリアイメージ
形成支援

次世代育成支援・
女性活躍推進法

小学校6年生までのお子様がいる女性社員または研修受講希望者を対象に、キャリアイメージ形成を
意識する社内研修を実施する 

▶2024年 3月～ 対象者リストアップ・内容検討 
▶2024年 9月～ 社内研修の実施及びアンケート実施・まとめ　

採用・配置転換により
女性配属部署の割合
80％以上（全体）

女性活躍推進法
▶2024年 3月～ 男女の配置で偏りがある職種（部門）を洗い出し、現状を把握する 
▶2024年 5月～ 女性の配置を想定した場合の課題調査の実施と問題解決策を検討し、女性の配属

を積極的に推進する 

それぞれの取り組みにかかる実績等につきましては、当社ウェブサイトのESGデータ集をご参照
ください。

管理職 監督職 一般職

階層別 管理職研修 リーダーシップ研修 新入社員研修

選抜型
ものづくり研修

中途入社者工場研修

全従業員

コンプライアンス研修

情報セキュリティ研修

ISO研修

安全保障輸出管理研修

管理職 監督職 一般職

部門別
部門別専門教育

OJT

自己啓発型

各種セミナー

オンライン英会話

通信教育

eラーニング

　なお、当社は中期経営計画の事業戦略に紐づく人員計画を

策定しており、当該計画に従い人員採用（新卒採用・中途採

用）を行っています。また、国籍を問わず優秀な人材を採用する

ことにより多様性を確保し、会社方針である「グローバル企業

になる」ための土壌を構築しています。 　

　従業員の評価・登用は、国籍や新卒もしくは中途採用者の

別なく、同じ考課基準に基づいており、外国人および中途採用

者の登用等に関する目標は定めていません。

女性従業員、女性管理職比率の推移（単体）

12.5 13.0
14.2 14.4 14.6

3.6
5.1

7.1
8.3 7.4

2020 20212019 2022 2023

人材戦略

 女性従業員　  女性管理職
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社会

信頼される企業活動の推進

コンプライアンスに対する基本的な考え方

コンプライアンス体制

教育・啓発活動

　東洋炭素グループでは、コンプライアンス活動を単なる法令遵守に留まらず、社会規範や倫理規範を包摂した、社会の要請

に応える活動と捉えています。コンプライアンス活動を通じて、従業員一人ひとりの行動の変革を促し、コンプライアンスの意

識を企業文化や企業風土へと昇華させることを活動の根本としています。

　取締役および執行役員の中から任命された委員により構成されるリスク・コンプライアンス委員会を最上位の機関として、コン

プライアンス活動を行っています。同委員会では、コンプライアンスに関わる方針策定および重要課題の審議に加え、当社および

関係会社各社のコンプライアンス違反リスクについて四半期ごとに調査を実施し、継続的にモニタリングを行っています。

　東洋炭素グループでは、コンプライアンス意識の醸成のた

めに、コンプライアンス・ガイドブックを制定するとともに、そ

の理念が従業員の行動に無意識に反映されるよう、毎年10

月を「コンプライアンス強化月間」と定め、全従業員に対し教

育・啓発活動を実施しています。

　また、階層別、分野別に、右記のような教育・啓発活動も展

開しています。

コンプライアンス

教育啓発活動の実績（2023年） 対象者 受講人数

2023年新入社員研修（4月） 新卒新入社員 27名

海外駐在員赴任前研修 海外赴任内定者 5名

役員コンプライアンス研修（5月・11月） 取締役・監査役・執行役員 17名

パワハラ予防研修（7月・8月） 管理職・監督職 132名

定例コンプライアンス研修（9月） 入社1年未満の従業員 124名

コンプライアンス強化月間（10月） 当社従業員 全従業員

新任管理職研修（12月） 新任管理職 9名

内部通報制度

　東洋炭素グループでは、コンプライアンス違反や企業倫理

上問題のある行為に対する相談や通報の窓口として、内部通

報窓口を設置しています。幅広い相談が寄せられるよう、グ

ループ各社に社内および社外の通報窓口をそれぞれ設け、複

数の通報手段を確保しているほか、匿名での通報も認めてい

ます。寄せられた通報は、秘密として厳格に取り扱い、調査結

果は通報者本人にフィードバックしています。また、通報者の

特定や詮索行為を禁止するとともに、通報者が、内部通報を

行ったことを理由に懲戒処分、その他不利益な扱いを受ける

ことがないよう保護を図っています。

グループ内窓口

グループ外窓口

社外通時報窓口（法律事務所）

関係会社社外通報窓口

ヘルプライン室/監査役

海外通報者 国内通報者

連絡

連絡 連絡

海外グループ会社

改善指示 改善報告

報告

報告 報告

各部門・国内グループ会社

改善指示 改善報告

連絡 報告

通報報告

育児支援

ワーク・ライフ・バランスの推進

従業員エンゲージメントの向上

　東洋炭素では、仕事と家庭の両立支援に継続的に取り組

んでおり、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を

策定し、「くるみん」（子育て企業の証）を取得しています。

　そして、女性だけでなく、男性も育児に参画しやすい環境

づくりを支援するため、子供が誕生した男性従業員に当社オ

リジナルの｢育児エンジョイハンドブック｣を配布し、制度説

明を含めた面談を行うとともに、有休積立制度（失効する年

次有給休暇を積み立てられる制度）の利用範囲を拡充し、配

偶者出産後に最大3日間の休暇を取得できる制度の制定や

休暇取得促進の働きかけを行っています。女性従業員の出産

者は、数年来、目標の100％育児休業取得を達成し、離職す

ることなく復職しております。

　また、男性従業員の育児休業取得率は30％以上を目標と

しておりますが、2023年度の実績は19.2％と未達となって

おり、さらなる取得促進の取り組みを推進してまいります。

　また、育児制度利用者同士の交流会を開催し、子育ての悩

　東洋炭素では、「男女ともにやりがいをもって働き続けら

れる職場環境をつくり、全従業員と会社が一緒に成長でき

ること」を目指しており、従業員が、柔軟で効率的な働き方

を実現し、仕事と生活の両立ができるよう、育児支援以外に

も、様々な制度を整備しています。
● 短時間正社員制度
● フレックスタイム制度
● テレワーク制度
● 有休積立制度
● 時間単位の年次有給休暇取得制度

　社員一人ひとりのエンゲージメントの向上は、企業として、

従業員とともに成長することにつながるという考えに基づ

き、東洋炭素グループは、「働きがい」を持続的な成長を測る

重要な指標であると位置づけています。2008年から東洋炭

素の従業員を対象とした「社員意識調査」を開始し、2022

年からは東洋炭素グループ全従業員を対象とした「グローバ

ルエンゲージメントサーベイ」を実施しています。その結果を

踏まえ、エンゲージメント向上を図るため、様々な取り組みを

進めています。

みや両立に対する不安、情報等を共有し、お互いが声を掛け

合える関係づくりを支援する場を設けるなど、安心して働き

続けられる環境づくりを目指しています。

　今後も仕事と子育ての両立を支援し、多様な従業員がそ

れぞれの能力を十分に発揮できる雇用環境の実現に取り組

みます。

2020 20212019 2022 2023

目標 60%

7974
645864

年次有給休暇平均取得率（単体）

2020 20212019 2022 2023

100

9.4
0.0

100

15.4

12.0

100

21.7

0.0

32.1

29.6

100

27.6

19.2

●育児休業制度取得率／●育児休業制度取得率 男性／⃝⃝育児休業制度取得率 女性

（％）

育児休業取得率（単体）

エンゲージメントサーベイ　2023年集計結果

※2022年は対象者が存在しなかったため、女性の育児休業取得率は0％でした。

ステークホルダー
（顧客志向）

経営トップ・
マネジメント

仕事のスタイル
（働き方）

モチベーション

東洋炭素グループ
全体の結果
ベンチマーク

コンプライアンス
経営

制度・評価・処遇

職場マネジメント

総合指標

職場コミュニ
ケーション

職場の活気
（活力）

5.00

4.00

3.00

2.00

1.00

0.00

ベンチマーク：エンゲージメントサーベイ（日経リサーチ社）参加企業のうち上場企業製造業に
おける平均評点

（％）
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社会貢献活動の推進

社会貢献活動方針

社会福祉
　身近なボランティアである献血活動の推進や生活困窮者、

身寄りのない老人、身体障害者等、生活上何らかの支援を必

要とする方へ食品や生活用品の提供をはじめ、赤い羽根共同

募金を通じ、地域福祉の課題解決に取り組んでいます。
● ボランティア活動への参画
● 生活困窮者への食糧支援
● 社会福祉協議会への飲料水提供

環境保全
　工場周辺の清掃活動、構内への樹木植栽による緑化活動、

自治体やボランティア団体等が行っている河川・海岸清掃に参

画するなど、従業員の意識向上と環境保全につなげています。
● 河川・海岸の清掃活動
● 事業所周辺の清掃(美化)活動

災害支援
　地震や異常気象による風水害等の災害発生時には自治体

と連携し、社内施設(食堂・駐車場等)を開放し、非常食や飲

料水、生活用品等の災害備蓄品を被災した地域住民に提供し

ます。
● 災害支援物資保管場所の提供
● 災害時の避難施設の提供
● 災害備蓄品の提供

人づくり
　地元企業への関心と郷土愛を高め、地域社会を担う若者の

成長と人材育成を支援しています。2023年には、科学技術分

野を志す若者に、地域産業への理解を深めてもらうべく、文部

科学省の「スーパーサイエンスハイスクール」指定校である香

川県立観音寺第一高等学校の学生の見学会を実施しました。

　また、公益財団法人近藤記念

財団の運営支援を通じて、次世

代の人づくりを目指しています。

安全・安心なまちづくり
　地域消防団への入団を推進し、地域防災に貢献しています。

現在、香川の工場勤務者を中心に40名が地域消防団に所属

し、活動しています。また、子どもたちを交通事故や犯罪から

守る交通安全活動、防犯活動等、安全・安心なまちづくりに

貢献しています。
● 地域消防団への入団促進
● 交通立ち番

地域コミュニティ
　地域貢献に向けた取り組みの一環として、2023年12月、香

川県丸亀市総合運動公園内における施設のネーミングライツ

を取得し、「東洋炭素アーバンスポーツパーク丸亀」と命名し

ました。この愛称には、当社の生産拠点を複数展開している香

川県において、地元の皆様のス

ポーツを通じた交流の場として

親しんでいただきたいという願

いが込められています。

　東洋炭素グループは、各国各地域の皆様とのふれあいとコ

ミュニケーションを大切にしています。

　従業員一人ひとりが地域社会の一員として、社会貢献活動

に自発的に取り組むことにより、地域社会の発展はもちろん

のこと、社会課題への取り組みを通じて、そこで得た気づきや

充実感により、従業員自らの生きがい・働きがいの向上に繋

がる事を願っています。

1. 当社の事業活動を通じ、地域と会社が共存できる社会をつくります。

2. 地域と連携し要請や期待、ニーズを把握した継続的な活動を進めます。

3. 従業員のボランティア意識を高め、地域で行う活動を奨励・支援します。

　そこで、この度従業員の社会貢献への取り組み支援を目的

として、ボランティア活動への参加する場合に利用できる積

立有休制度（最大2日間/回）を新たに設けました。

リスクマネジメントにおける基本的な考え方

　東洋炭素では、リスク・コンプライアンス委員会を推進組

織とし、全グループ共通の「コンプアイアンス・リスクマネジメ

ント基本方針」に基づき、リスクマネジメント上の問題や予見

されるリスクを共有し、経営上重要なリスクを特定・算定およ

び評価を行ったうえで、優先対応リスクの決定を行い、その結

果に基づき「リスクマップ」を作成し、リスク低減に向けた活

動をグローバルに推進しています。

　また、リスク・コンプライアンス委員会では、当社および関

係会社のリスク発生状況について四半期ごとに調査を実施

しています。当社グループに重大な影響を及ぼす不測の事態

が発生した場合、事業活動の継続による顧客価値を守ること

で、企業としての社会的責任を果たします。

個人情報保護方針

情報セキュリティ管理体制

グローバルBCPの構築

　情報セキュリティ基本方針や管理規則等の社内基準を定め、

基準やルールに基づき情報セキュリティ体制を整備しています。

　そして、お客様から預かる機密情報や個人情報、技術情報な

どを、会社の重要資産の一つとして位置付け、ウイルス感染や

サイバー攻撃によるシステム障害や情報漏えいに対する対策を

図っています。

　特に、近年サイバー攻撃のリスクが増大していることを経営

上の重要課題と認識し、管理体制の強化を進めています。グ

　東洋炭素グループでは、地震、風水害等の大規模災害による

主要製品の製造停止の影響を最小限にするため、事業継続計

画（BCP）を策定しており、グループ共通のオールハザードBCP

の考え方を整備し、建物・生産機器等の耐震性・安全性確保、

ループ全体の情報セキュリティアセスメントを行い、インフラ、

サーバーなどIT機器の監視強化を進めました。また、万が一情

報セキュリティ事故が発生した際にも迅速な対応ができるよう

にToyoTanso-CSIRTを構築し、情報セキュリティ体制の強化

を進めています。

　時々刻々と変わるIT技術の進化や情報セキュリティリスクの

変化に合わせて、組織・人・技術・物理などあらゆる側面からの

見直しと対策の強化の取り組みを適時進めています。

　東洋炭素では、お客様および当社に関わる方全ての個人情

報について適切に保護することは重要な社会的責務である

と深く認識し、個人の権利・利益の保護を第一に考え、「個人

情報の保護に関する法律」（「個人情報保護法」）その他の法

令・ガイドラインを遵守し、右記の通り「個人情報保護基本方

針」を定め、個人情報の保護を実施しています。

1. 個人情報保護法ならびに関連するその他の法令および規範を遵守し個人情報を
適切に利用します。

2. 個人情報保護に関する管理体制を確立するとともに、個人情報保護にかかる
当社規程を役員および従業員に周知し、その遵守徹底に努めます。

3. 個人情報を明示した利用目的の範囲内で取り扱います。また、当社はご提供い
ただいた個人情報を、ご本人様の同意がある場合または法令で認められた場合
を除き、第三者に開示または提供しません。

4. 個人情報に対する不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざんおよび漏えい等
の予防に努めます。

5．個人情報に関するお問い合わせ、開示等のご請求に誠実かつ迅速に対応します。

危機管理対応力の強化

BCP活動方針
1.継続的なグローバルBCP（事業継続計画）の整備・見直しによる供給継続と事業の早期復旧により供給責任及び社会的責任を果たす。
2.大規模災害や緊急事態などの発生時には人命確保を最優先とし、周辺地域への災害拡大防止に努め地域社会の安心安全を確保する。
3.会社経営に重大な影響を及ぼす優先的に対処すべき重要リスクの審議、分析、対策を図る。
4.従業員への教育や訓練などを実施し、リスク意識の浸透とリスク感性の向上を図る。

情報システムのバックアップ体制、在庫による供給維持等の施

策を講じております。また、大規模災害が発生した場合は、地

域の安全確保および地域への積極的な支援（人命の救助、物資

の提供、施設の提供、社会貢献、その他支援）を行います。

備蓄品倉庫
職場見学会

東洋炭素アーバンスポーツパーク丸亀スケート
ボードエリア（左）とバスケットボールコート（右）

TOYO TANSO Integrated Report 202444 45



ガバナンス

インドネシア

台湾

シンガポール

中国5拠点

ドイツ

フランス

イタリア アメリカ

メキシコ

韓国

タイ

本社

カテゴリーリーダー

主要な会議体

取締役会
議　長：代表取締役会長兼社長兼CEO　近藤尚孝
構　成：社内取締役２名（近藤尚孝、濱田達郎）

社外取締役３名（松尾修介、高坂佳郁子、内藤牧男）

　取締役会は、月１回の定時取締役会と臨時取締役会を随時
開催し、当社の経営方針等の重要事項に関する意思決定を行っ
ています。また、当社は意思決定の迅速化と責任の明確化を図
るため、執行役員制度を導入し、日常の業務執行を執行役員に
委ねています。各執行役員は、取締役会で選任され、所管の社
内組織を指揮して業務を執行し、経営方針に沿った業務の展
開・推進に責任を負います。取締役会は、各取締役の職務執行
を監督するほか執行役員の業務執行を監督しています。

監査役会
議　長：監査役　坊木斗志己
構　成：社内監査役１名（坊木斗志己）

社外監査役２名（今井和弘、植村淳子）

　監査役会は、月１回の定時監査役会と臨時監査役会を随時
開催し、各監査役の職務の遂行の状況の報告を受け、情報を
共有し、監査の実効性の確保に努めています。なお、法令に定
める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１
名を選任しています。

経営会議
議　長：代表取締役会長兼社長兼CEO　近藤尚孝
構　成：取締役５名、執行役員8名（取締役兼務者除く）、

関係役職員

　経営会議は、原則として月１回開催し、経営の重要事項の審
議および取締役会に上申すべき事項を議論することによって、
意思決定の迅速化、業務執行機能の強化を図るとともに、重
要事項の意思決定における判断の妥当性を確保することとし
ています。

指名・報酬委員会
委員長：社外取締役　松尾修介
構　成：社内取締役１名（近藤尚孝）

社外取締役２名（松尾修介、高坂佳郁子）

　指名・報酬委員会は、取締役会の任意の諮問機関として、取
締役・執行役員・監査役の人事（選任・解任）および報酬に関す
る討議プロセスを透明化し、コーポレート・ガバナンス体制をよ
り一層強化することを目的とし、取締役等の人事および報酬等
に関する事項について審議し、取締役会に答申しています。ま
た、指名・報酬委員会の方針や役割、取締役の指名・解任基準
等についても、必要に応じて適宜審議・検討しています。

ガバナンス委員会
委員長：代表取締役会長兼社長兼CEO　近藤尚孝
構　成：社内取締役１名（近藤尚孝）

社外取締役２名（松尾修介、内藤牧男）

　ガバナンス委員会は、取締役会の任意の諮問機関として、
全てのステークホルダーの立場を踏まえ、経営の透明性およ
び公正性を高め、当社グループのコーポレート・ガバナンス
の継続的な充実を図ることを目的とし、コーポレート・ガバ
ナンスに関する重要事項を審議し、取締役会に対し答申、助
言または報告を行っています。

リスク・コンプライアンス委員会
委員長：常務執行役員管理本部長　橋上浩
構　成：取締役および執行役員の中から代表取締役が任命

した委員

　リスク・コンプライアンス委員会は、取締役会の監督の
下、当社グループの法令・定款および企業倫理の遵守とリス
ク管理の確立を目的に、リスク・コンプライアンスに関する
重要な課題について審議し、その方針を決定しています。

サステナビリティ推進委員会
委員長：代表取締役会長兼社長兼CEO　近藤尚孝
構　成：委員会および３つの推進グループ（ESG価値創造

推進グループ・持続可能な生産活動推進グループ・
人と組織の活性化推進グループ）

　サステナビリティ推進委員会は、当社グループのサステ
ナビリティ推進体制を確立し、社会の持続的な発展や地球
環境の維持、ならびに当社グループ自身のサステナブルな
成長を推進することを目的に、サステナビリティに関する重
要な課題について審議し、その方針を決定しています。な
お、各推進グループオーナーは委員長が任命します。

内部監査部門
社長直轄部門として、当社グループの業務の適正性、財務報
告の信頼性、経営の効率性やコンプライアンスの状況等の
監査を実施しています。また、監査役、会計監査人と適宜情
報交換を実施して、情報の共有を図るなど、相互に連携し効
果的な監査の実施に努めています。

コーポレート・ガバナンス体制

　東洋炭素グループは、株主、顧客、従業員、社会等のステークホルダーからの負託に応え、その持続的な成長と中長期的な企

業価値向上を実現するため、経営理念・経営方針を基本理念とし、経営の監督と業務執行のバランスを取りつつ、透明・公平

かつ迅速・果断な意思決定を行うことを目的として、コーポレート・ガバナンスの仕組みを構築しています。

グローバルマネジメント

　東洋炭素グループでは、グループガバナンスおよび関係会社経営のさらなる強化を図るため、本社のカテゴリーリーダーが、

グローバルで加工技術・品質保証・開発の一元化を図るとともに、生産・営業・調達・法務・経理・人事・情報システム等、管理

機能の一元管理を進めています。そして、マネジメントブック（グループ共通管理基準）に則り、業務の標準化や実効性のチェック、

モニタリングなど、子会社マネジメントの標準化を図っています。

● 本社管掌にて加工技術・品質保証・開発を一元化
● 営業・調達・法務・経理・人事・情報システム等の機能を一元管理

コーポレート・ガバナンス体制の概要図

株式総会

社内各部門、関係会社

サステナビリティ
推進委員会

取締役会

代表取締役

経営会議リスク・
コンプライアンス委員会

内部監査部門

監査役会 会計監査人

選任・解任選任・解任選任・解任

連携

連携報告
承認・指示報告

内部監査
指示・指導 報告

連携

諮問

答申

答申

諮問

監査役
監査

社内取締役 2 名
社外取締役 3 名

（男性 4 名、女性 1 名）

社内監査役 1 名
社外監査役 2 名

（男性 2 名、女性 1 名）

報告

助言・提言 報告

報告助言・提言

選定・解職

指名・報酬委員会

社内取締役 1 名
社外取締役 2 名

（男性 2 名、女性 1 名）

ガバナンス委員会

社内取締役 1 名
社外取締役 2 名

（男性 3 名）

コーポレート・ガバナンス
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役員一覧

地位 氏名 担当

会長執行役員 
社長執行役員 近 藤  尚 孝 最高経営責任者（CEO） 

管理本部担当 兼 グローバル営業本部担当

専務執行役員 濱 田  達 郎 経営企画本部長 
グローバルサプライチェーン推進部担当 兼 グローバル開発本部担当 兼 生産本部担当

常務執行役員 橋 上  浩 管理本部長 秘書室長 人事部担当
常務執行役員 佐 々 木  旭 グローバル営業本部長  営業統括部担当
上席執行役員 島 田  正 志 生産本部長

執行役員 喜 久  秀 樹 グローバル営業本部副本部長 
国内営業部担当 兼 海外営業部担当 兼 産業用ブラシ販売促進部担当

執行役員 高 多  学
経営企画本部副本部長 
企画部長 兼 グローバル事業戦略部長 
サステナビリティ推進部担当 兼 ブラシ事業推進部担当

執行役員 曽 根  清 文 生産本部副本部長 
技術革新部担当 兼 素材製造技術部担当 兼 施設部担当 兼 素材製造部担当 兼 業務管理部担当

執行役員 町 野  洋 生産本部副本部長 
高純度部担当 兼 機能材料部担当 兼 CC素材製造部担当 兼 PF製造部担当

執行役員 村 田  雄 輔 グローバル開発本部長 開発企画部長

執行役員（2024年3月28日現在）

取締役 監査役

代表取締役社長兼会長
最高経営責任者（CEO）
管理本部担当 兼 
グローバル営業本部担当

近藤 尚孝
● 所有株式数：1,219,480 株

取締役
経営企画本部長 
グローバルサプライチェーン推進部担当 兼
グローバル開発本部担当 兼 
生産本部担当

濱田 達郎
● 所有株式数：2,683 株

取締役（社外・独立）

松尾 修介
● 所有株式数：899 株

取締役（社外・独立）

高坂 佳郁子
● 所有株式数：518 株

取締役（社外・独立）

内藤 牧男
● 所有株式数：43 株

常勤監査役

坊木 斗志己
● 所有株式数：2,200 株

監査役（社外・独立）

今井 和弘
● 所有株式数：0 株

監査役（社外・独立）

植村 淳子
● 所有株式数：0 株

在任年数 6年 5年 4年 2年 1年 2年 2年 2年

選任理由

経営者として豊富な経験・知見を有し、
2018年の当社代表取締役就任以降、
強力なリーダーシップを発揮し、コーポ
レート・ガバナンス強化の取り組みや成
長戦略の実行を牽引しており、企業価
値向上への貢献が期待できるため。

タイヤメーカーで、長きにわたり開発部
門に携わったほか、執行役員や事業本
部長の経験を有し、当社入社後も、技術
開発の改革や事業発展、また経営戦略
推進の取り組みに寄与しており、企業価
値向上への貢献が期待できるため。

化学メーカーでの経営者としての職務
経験に加え、商社の海外子会社におけ
る経営者の経験や、グローバルな視点
での経営に関する豊富な経験・知見を
有するとともに、当社での社外取締役の
経験から、業務執行に対する監督機能
を適切に果たし、経営戦略全般への議
論・検討への貢献が期待できるため。

企業法務分野の弁護士として長年に
わたり培われた企業法務にかかる知
識・経験を有するとともに、2018年３
月からは当社の社外監査役として監
査に貢献された経験と、他社での社
外取締役・社外監査役の経験から、業
務執行に対する監督機能を適切に果
たし、当社のコーポレート・ガバナンス
の強化に貢献が期待できるため。

産業機器メーカーの研究職・経営者
の職務経験に加え、大阪大学の教授
として粉体工学に関する研究に長く
携わるなど、専門家としての豊富な学
識経験を有しており、当社の経営全般
に関して客観的な視点で業務遂行に
対する監督機能を適切に果たし、経営
全般の議論・検討への貢献が期待で
きるため。

当社入社以来長年にわたる財務・
経理部門の要職歴任により培っ
た豊富な知識と経験を有してい
るため。

税理士として財務・会計に関する幅
広い知識・経験を有しているため。

弁護士として企業法務を中心とし
た法務に関する幅広い知識・経験
を有しているため。

所属委員会
指名・報酬委員会 〇 ー 委員長　〇 〇 ー ー ー ー

ガバナンス委員会 委員長　〇 ー 〇 ー 〇 ー ー ー

出席状況

取締役会 17回/17回 17回/17回 17回/17回 17回/17回 13回/13回 17回/17回 17回/17回 17回/17回

監査役会 ー ー ー ー ー 14回/14回 14回/14回 14回/14回

指名・報酬委員会 7回/7回 ー 7回/7回 7回/7回 ー ー ー ー

ガバナンス委員会 3回/3回 ー 3回/3回 ー 1回/1回 ー ー ー

スキル・マトリックス

経営全般 ● ● ● ●

重点事業/業界経験(材料業界) ● ● ● ●

グローバル経営 ● ● ● ●

営業販売/マーケティング ● ● ●

R&D/生産技術 ● ● ●

品質管理/調達・物流 ● ●

サステナビリティ(ESG) ● ● ● ●

IT/AI・IoT/DX ● ●

法務/人事/リスク管理等 ● ● ● ●

財務/制度会計/管理会計/税務等 ● ● ● ●

※各役員の所有する当社の株式数および取締役会・監査役会・各委員会の出席状況につきましては、2023年12月末時点の状況を記載しております。
※取締役 内藤牧男氏の出席状況は、2023年３月30日の取締役就任以降、2023年度中に開催された取締役会およびガバナンス委員会の出席状況を記載しております。

コーポレート・ガバナンス強化の歴史

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年～

取締役（名） 8 7 7 8 8 7※ 6 6 5

うち社外取締役 3 3 3 3 3 3 3 3 3

うち女性取締役 0 0 0 0 0 0 1 1 1

監査役（名） 3 3 3 3 3 3 3 3 3

うち社外監査役 2 2 2 2 2 2 2 2 2

うち女性監査役 0 0 1 1 1 1 1 1 1

※2021年8月1日以降の取締役人数（同7月31日付けにて1名辞任）※を付した執行役員は取締役を兼任しております。

※

※

取締役の人数推移

● 指名・報酬委員会設置
● 取締役会実効性評価実施
● 事業構造改革

● ガバナンス委員会設置
● 譲渡制限付株式報酬制度導入

● サステナビリティ推進委員会設置
● 報酬方針改定

● 報酬制度改定
（業績指標追加）

● 報酬制度改定（中長期業績連動型）
● 成長戦略具体化・行動計画策定

● 中期経営計画策定
● 本部制への移行/
  グローバルガバナンス体制強化

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2022年 2023年2021年 2024年〜

● 新中期経営計画始動
※ローリング方式にて毎年見直し
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役員の報酬等

　役員報酬の決定に関しては、企業価値の持続的な向上と社会の持続的発展への貢献に向けた健全なインセンティブとして十

分に機能し、株主利益とも連動し、かつ、中期経営計画も踏まえた報酬体系とすることを基本方針とします。業務執行取締役の

報酬については、基本報酬としての月例報酬、業績連動報酬としての短期インセンティブ報酬ならびに中長期インセンティブ報

酬により構成し、業績連動報酬の指標については当該事業年度における業績および、中長期的な業績との連動性を高めること

を目的とし、選択します。監督機能を担う非業務執行取締役の報酬については、その職務に鑑み、基本報酬としての月例報酬の

みとします。また、監査役の報酬については、基本報酬のみとします。

　なお、2024年１月25日開催の取締役会において中長期インセンティブ報酬への業績指標の追加ならびにESG指標の新設を

決議しました。

※左記の人員および報酬等の総額には、2023年３月30日開催の定時株主
総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役１名（うち社外取締
役１名）を含めております。

※当事業年度における業績評価指標「ROE」ならびに「営業利益目標の達成
率」の実績はそれぞれ9.3%、109.2%となりました。

※取締役の金銭報酬の額は、2019年３月28日開催の第77期定時株主総会
において年額540百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時
点の取締役の員数は、８名（うち、社外取締役は３名）です。

※監査役の金銭報酬の額は、2019年３月28日開催の第77期定時株主総会
において年額36百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点
の監査役の員数は、３名（うち、社外監査役は２名）です。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（名）基本報酬 業績連動報酬

取締役（社外取締役を除く） 131 98 32 3

社外取締役 22 22 － 4

監査役（社外監査役を除く） 16 16 － 1

社外監査役 11 11 － 2

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数（2023年度）

役員に対するトレーニング方針

　東洋炭素は、取締役、監査役および執行役員に対して、就任時における当社グループの事業・財務・組織等に関する必要な

知識の習得や、求められる役割と責務を十分に理解する機会を提供、および在任中におけるこれらの継続的な更新を目的とした

トレーニングの機会を提供・斡旋し、その費用を負担します。具体的な取り組みの一例として、取締役、監査役および執行役員

に加え、必要に応じて経営幹部候補者等も対象とした研修を、定期的に実施する計画です。

取締役会の実効性評価

短期インセンティブ報酬(STI)

■ ROE
■ 営業利益目標の達成率
■ 役員毎の個人評価

※追加指標中長期インセンティブ報酬(LTI)

▶ 業績指標
■ 営業利益※

■ 当社株式成長率
■ ROE
■ 売上高

▶ ESG指標※

■ CDP気候変動
   スコア
■ グローバル
   エンゲージメント
  サーベイ

報酬構成比率イメージ

役位に応じて構成比率を設定。上位役位ほど変動報酬は高割合。

営業目標を達成した場合に支給する
額を 100 とし、その達成度に応じ
概ね 0～150程度で変動。

基本報酬
60～64%

業績非連動 業績連動

STI
18～20%

LTI
18～20%

　東洋炭素では、ガバナンス委員会が主体となり、取締役会全体の実効性を評価・分析し、その結果、課題と認識された事項に

ついて取り組みを進めています。2023年度に実施した評価の概要は以下のとおりです。

より充実・発展させるべきと認識し
改善に取り組むテーマ 2024年以降の取り組み事項

①取締役会における企業戦略の方向性や
　中期経営計画等の審議の充実

・ 中期経営計画の進捗および見直し
・ M&A検討
・ 経営戦略（海外事業・設備投資・人事

等）に関する議論の深化

②後継者計画の立案 ・ 後継者計画の進捗

③昨年度の取締役会実効性評価で認識された
課題に対する取り組みの進展・課題の改善 ・ ①②等にかかる取り組みの進展

方 法 アンケート方式 対 象 者 取締役、監査役

内 容

以下を主な評価項目とする質問票を配布
１．取締役会の責務・役割
２．取締役会の規模・構成・体制
３．取締役会の運営　
４．ステークホルダーとの関係

結 果
コーポレートガバナンス・コードの原則に則った
役割・責務を果たしており、取締役会の実効性は
概ね確保している。

東洋炭素の取締役会の
特徴や課題についてお聞かせください。

松尾　取締役会の雰囲気というのは会社ごとに異なるもの

ですが、東洋炭素の特徴は、非常にフランクで意見

が言いやすいことです。業績が好調ということもあっ

て、さらにどう伸ばしていくかという前向きな話が多

い点も良いと思います。また、私たち社外取締役は経

営会議にも参加するのですが、そこで議論されるテー

マのいくつかが取締役会に上程されるので、事前にあ

る程度、内容を把握した上で臨むことができていま

す。課題を挙げるなら、もう少し厳しさがあってもい

いのかな、と。社内の方々は皆さん優しくて、担当以

外の部門に関してはあまり指摘をされないので、その

辺りのやりとりが増えると、さらに活性化するのでは

ないかと思います。

高坂　社内取締役は取締役会や経営会議のほかにも本部長

会議等様々な会議に参加されているので、すでに議

論が尽くされている部分も少なくないと思うのです

が、私たちがより理解を深めるためにも、社内の方々

の声を直接お聞きすることは大切だと感じます。

内藤　フランクな雰囲気というのは、その通りですね。私は

昨年3月に就任したばかりですが、社外取締役だから

といって身構える必要はなく、自然体で議論すること

ができます。ただ、これだけ製品が多様で拠点が世

界各地にあると、どうしてもテーマが多岐にわたるの

で、時間が足りません。そこで、松尾さん、高坂さん

と相談し、長期計画等議論をもっと深めたいと感じ

たテーマについては、取締役会とは別に執行役員の

方々と意見を交わす場を設けていただきました。こ

の1年の活動を振り返って、良かったと感じる取り組

みの一つです。

社 外 取 締 役 座 談 会

社外取締役

内藤 牧男
社外取締役

高坂 佳郁子
社外取締役

松尾 修介
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松尾　取締役会は日々の業務や直近のプロジェクトに関す

る議題が中心になるので、今後の方向性を話し合う

機会は貴重です。

高坂　中長期的な視点を持たなければ、という意識は年々

高まっているように感じますし、コロナ禍が収まっ

て対面での会議となり、意見交換がしやすい環境に

なっていますので、先を見据えたテーマについてさ

らに意見交換ができればと思います。また、松尾さ

んは会社経営、内藤さんは研究開発、私は法律関係

と、バックグラウンドが三人三様で、議題によっては

海外子会社の社長も参加されるので、多様な観点で

の議論はできているように思います。

ご専門の立場から見て、
重視すべき経営課題とは何でしょうか。

松尾　私は、一番のポイントは、人材の育成だと考えてい

ます。グローバル展開を拡大していく中、海外での

様々な業務に対処できる人材、もっと端的に言えば、

英語力の高い人材が不可欠です。語学は一朝一夕に

身につくものではないので、しっかりと教育や支援

をしていかなければなりません。また、どの会社で

も本当に苦労されているように、いかに良い人材を

採用できるか、ということも非常に重要で、やはりグ

ローバル企業ですから、私はすべて日本人である必

要はないと考えています。さらに、これは内藤さんの

ご専門ですが、技術の分野で新しい発想を持った人

材を育てていくことにも注力していただきたいと思

います。

内藤　東洋炭素は、独自技術によって次々と新たな製品を

開発し、お客様のビジネスや社会に貢献するという

ミッションを担っています。要は、技術で生きてい

る会社であり、開発の歩みを少しでも止めてしまっ

たら、今のポジションも、持続的成長もありません。

そのことを指摘し続けることが私の役割の一つだと

思っていますが、この1年、基礎研究・技術開発・生

産技術の３つの研究開発体制が、かなり整備され、

今後の展開に期待が持てる形となりました。

高坂　国内の契約審査や環境規制対応等、法務的な側面

に関しても、この数年でずいぶん体制が整備されて

きました。今後の課題は、グローバルでの管理をい

かに実効的にしていくのか、ということだと思いま

す。海外子会社に関する法律課題やリスクについて

東洋炭素がどのように関与していくのか、関連部署

が子会社とうまく連携を取りながら対応していかな

ければなりません。知財についても、開発の審査の

仕方等体制が整備されてきましたが、グローバルで

の管理のあり方についてはさらに検討が必要だろう

と思います。

内藤　知財に関して、昨年度の取締役会では、たしか一度だ

け特許に関して議論をしましたね。東洋炭素は競合

他社から追いかけられる立場ですから、今後知財戦略

についても議論の場を増やす必要がありそうです。

サステナビリティへの取り組みに関しては、
どのように評価されていますか。

内藤　2030年に温室効果ガス排出量原単位を2019年度

比で30%削減する、という目標を掲げていますが、

私が東洋炭素に魅力を感じるのは、炭素材料そのも

のが持続可能な社会の形成に貢献している、という

ことです。

松尾　省エネや創エネに寄与する環境貢献製品の売上高に

占める割合は、2023年度の実績が約27%でした。

2030年には35%という目標を設定していますね。

内藤　ただ、炭素材料や環境貢献製品を作るにあたって、か

なりのエネルギーが必要になることも事実です。最

近はその点も重視しようということで、再生可能エネ

ルギーの活用や、省エネルギー、低環境負荷のもの

づくり技術の開発に関する取り組み始めています。

高坂　東洋炭素ではサステナビリティ推進委員会を作って

各種課題を洗い出し、委員会の活動状況を取締役会

で報告しています。また、本社の各部署にカテゴリー

リーダーを配置して技術や業務を一元管理したり、

グループ共通管理基準に則って子会社マネジメント

の標準化を図ることなどでグループ内のガバナンス

の透明性を高めていますが、サステナビリティの観点

でいえば、これらは生産性の向上やリスク管理に寄

与する部分もあるのではないかと思いますし、海外

の環境規制への対応強化など、グループ一体となっ

て対応する体制が整いつつあると感じています。

今後の活動における
注力ポイントをお聞かせください。

高坂　本社の移転も終え、さらなる成長にむけて基盤整備

は進んできましたので、ここから先どのように業績を

伸ばし、会社を成長させていくのか、中長期的な計

画も踏まえて将来の方向性を共有できるようにした

いですし、取締役会でより具体的な議論をしていき

たいと思います。

松尾　社外取締役の限界はあると思いますが、会社として

あるべき正しい姿から外れないように助言していき

たいですね。それから、高坂さんも言われた中長期

的な計画について、議論をもう少し進化させていき

たい。現在、2028年までの中期経営計画を策定し

て、今後も毎年見直しを行っていきますが、長期目

線の経営の方向性というところにも足を踏み込んで

お話ができたら、と思っています。

内藤　その中期経営計画の基盤となるのは、やはり技術開

発です。基本的な体制は整ってきたので、今後は、実

際の技術開発に向けたアドバイスに加えて、データ

サイエンス、AI、IoT等を活用した省力化・無人化の

推進や、最新のソフト技術を駆使した新しい材料の

開発等についてもアドバイスできればと思います。ま

た、技術開発、基礎研究、生産技術のメンバーがお

互いに連携してシナジー効果を発揮できるようなサ

ポートができればと考えています。

高坂　社内の皆さんの後押しができれば、というのが社外

取締役の共通の想いです。その後押しをするためには

東洋炭素のことをより深く理解する必要がある、とい

うことで、詫間事業所等の事業所や関連会社の工場

を見学し皆さんから色々お話を伺いました。

松尾　東洋炭素の製品はとにかく数が膨大な上、日常的に

目にするものではないので、専門外の私や高坂さんに

は、わからないことが多いですよね。ただ、工場でも

のづくりの様子を実際に見ながら、これは何を作って

いるのか、この機械は何をするものなのか、具体的な

説明を聞くと、素人なりにも「ああ、こういうことだっ

たのか」と腑に落ちます。

内藤　お二人が次々に本質をついた鋭い質問をするので、現

場の皆さんは新鮮に感じたのではないでしょうか。異

なる専門分野の人の視点を知ることは、新しいもの

を生み出す上でとても有意義だと思います。私が印象

的だったのは、若い技術者のいきいきとした姿です。

自由な雰囲気の中でモチベーション高く仕事に取り

組んでいる様子を見て、これからさらに成長していく

伸び代を感じました。

高坂　技術や製品の知識を深められるだけでなく、現場の

環境がどのようなものか、投資を必要としているのは

どのような設備なのか、様々な角度から東洋炭素の

今を体感することができますね。それによって改めて

見えてくる課題もあり、取締役会の議題の理解にもつ

ながっています。今後もそのような機会を有意義に生

かして会社の発展に寄与していければと思います。
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研究開発人員数

（名）

2019

80 85
72

44

2020 2021 2022 2023

42

ROE／ROA

2019

5.1

6.9

4.0

4.6 6.4

7.8

6.9

8.5

2020 2021 2022 2023

9.3

10.9

●ROE（％）　●ROA（％）

当期純利益／一株当たり当期純利益

■■当期純利益（百万円）　●一株当たり当期純利益（円）

2019

2,944 2,662

5,181
4,465

2020 2021 2022 2023

7,506

140.40

247.08247.08247.08
212.94

126.95

357.91357.91357.91

売上高

（百万円）

36,402
31,226

37,734

43,774

2019 2020 2021 20232022

49,251

設備投資／減価償却費

■■設備投資（百万円）　■■減価償却費（百万円）

2019

2,831 2,784
2,952

5,082

6,312

5,110

3,004 3,153

2020 2021 2022 2023

5,660

3,375

研究開発費／売上高研究開発費率

■■研究開発費（百万円）　●売上高研究開発費率（％）

2019

1,126
1,106 1,390 1,121

2020 2021 2022 2023

1,043

3.1
3.5

3.7

2.6
2.1

■■営業利益（百万円）　●営業利益率（％）

2019

5,175
5,666

6,6676,667

2020 2021 2022 2023

3,422

9,283
14.2

11.0

15.0 15.2

18.8

営業利益／営業利益率

特許保有件数

（件）

2019

495 492
406 437

2020 2021 2022 2023

337

一株当たり配当金／配当性向

■■一株当たり配当金（円）　●配当性向（％）

50 50
60

70

11035.6
39.4

28.2 28.3

2019 2020 2021 2022 2023

30.7

温室効果ガス排出量

■■Scope1＋Scope2（t-CO2）　●GHG排出原単位（t-CO2／百万円）

100,987

78,280
89,109

106,206

81,168

3.79 3.45 3.36 3.43

2019 2020 2021 2022 2023

2.32

※東洋炭素株式会社単体※2023年より集計対象を、事業年度中の保有件数から事業年度末日時点での保有
件数に変更しております。また、特許権の譲渡等による合理化等も適宜実施して
おり、これにより、特許保有件数は前年に比べ減少しております。

従業員数／うち女性従業員数／女性従業員比率

■■従業員数（名）　■■女性従業員数（名）　●女性従業員比率（％）

832 828 831 857
908

104 108 118 123 133

2019

12.5 13.0
14.2 14.4

2020 2021 2022 2023

14.6

※ 東洋炭素株式会社単体

総資産／自己資本比率

76,082 76,075

89,432
83,655

96,612

85.4 87.5 86.3 86.3 87.4

2019 2020 2021 2022 2023

■■総資産（百万円）　●自己資本比率（％）

財務・非財務ハイライト

財務・非財務情報
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財務・非財務情報

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024（予想）

業績（百万円） 売上高 34,066 35,558 32,464 35,240 41,132 36,402 31,226 37,734 43,774 49,251 54,000

営業利益 1,140 790 652 3,708 7,009 5,175 3,422 5,666 6,667 9,283 10,900

経常利益 1,501 917 759 3,719 7,057 5,207 3,877 6,264 7,369 10,182 10,500

親会社株主に帰属する当期純利益 1,327 402 284 3,020 4,910 2,944 2,662 4,465 5,181 7,506 7,600

財政状態（百万円） 総資産額 75,831 72,990 69,797 74,223 74,951 76,082 76,075 83,655 89,432 96,612

純資産額 60,918 59,487 58,182 60,986 64,096 65,706 66,622 72,256 77,200 84,524

キャッシュ・フロー
（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,374 6,797 5,120 6,972 5,759 5,149 7,020 7,328 5,625 6,216

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 2,314 ▲ 5,235 ▲ 4,127 ▲ 5,951 ▲ 4,318 ▲ 4,017 1,011 ▲ 6,252 ▲ 5,253 ▲ 2,693

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 3,406 ▲ 3,167 ▲ 1,270 ▲ 1,216 ▲ 1,169 ▲ 1,372 ▲ 2,099 ▲ 1,261 ▲ 1,388 ▲ 1,970

現金及び現金同等物の期末残高 9,061 7,147 6,424 6,361 6,414 6,101 12,093 12,470 11,773 13,601

１株当たり情報（円） 純資産額 2,850.98 2,803.69 2,741.06 2,884.66 3,019.47 3,097.00 3,174.52 3,442.80 3,678.50 4,027.70

当期純利益 64.02 19.40 13.71 145.52 234.52 140.40 126.95 212.94 247.08 357.91 362.38

潜在株式調整後当期純利益 63.90 19.38 － 145.25 － － － － － －

配当金 22.00 25.00 25.00 30.00 50.00 50.00 50.00 60.00 70.00 110.00 120.00 

指標（%） 自己資本比率 78.0 79.6 81.4 81.0 84.5 85.4 87.5 86.3 86.3 87.4

自己資本当期純利益率（ROE） 2.3 0.7 0.5 5.2 8.0 4.6 4.0 6.4 6.9 9.3 8.7

総資産経常利益率（ROA) 2.0 1.2 1.1 5.2 9.5 6.9 5.1 7.8 8.5 10.9

海外売上比率 60.2 61.4 58.7 60.2 63.0 54.8 56.9 59.0 58.3 56.3

売上高営業利益率 3.3 2.2 2.0 10.5 17.0 14.2 11.0 15.0 15.2 18.8 20.2

D/Eレシオ（倍） 0.08 0.04 0.03 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

配当性向 34.4 128.9 182.4 20.6 21.3 35.6 39.4 28.2 28.3 30.7 33.1

設備投資・
減価償却費・
試験研究費

（百万円）

設備投資 2,591 2,958 2,662 2,221 2,653 5,082 6,312 5,110 3,004 5,660 15,030

減価償却費 3,935 3,673 3,414 3,223 2,959 2,831 2,784 2,952 3,153 3,375 3,677

研究開発費 1,790 1,490 1,458 1,233 1,165 1,126 1,106 1,390 1,121 1,043 1,161

　売上高研究開発費率（%） 5.3 4.2 4.5 3.5 2.8 3.1 3.5 3.7 2.6 2.1 2.2

非財務情報 従業員数（名） 1,969 1,986 1,903 1,710 1,678 1,700 1,658 1,640 1,690 1,736

　（外、平均臨時雇用者数）（名） 167 176 153 214 230 254 275 282 288 292

従業員の女性比率※1（%） 10.2 9.5 9.8 10.3 10.8 12.5 13.0 14.2 14.4 14.6

平均勤続年数（年）※1 14.6 14.5 15.4 17.0 17.7 17.1 17.9 18.1 18.0 17.6

独立社外取締役比率（%） 12.5 25.0 37.5 42.9 37.5 37.5 37.5 42.9 50.0 50.0 60.0

女性役員比率※2（%） 9.1 9.1 0.0 0.0 9.1 9.1 9.1 9.1 22.2 22.2 25.0

研究開発人員数（名） 99 142 111 91 89 80 85 72  44 42

特許保有件数（件） 491 549 573 502 493 495 492 406 437 ※3 337

　新規取得件数（件） 61 93 52 51 62 54 46 17 23 ※3 11

温室効果ガス排出量（Scope1+2）※1（t-CO2） 100,987 78,280 89,109 106,206 81,168

温室効果ガス排出量原単位（Scope1+2）※1（t-CO2/百万円） 3.79 3.45 3.36 3.43 2.32

※1 単体の数値を記載しております
※2 取締役および監査役
※3 2023年より集計対象を、事業年度中の保有件数から事業年度末日時点での保有件数に変更しております。

また、特許権の譲渡等による合理化等も適宜実施しており、これにより、特許保有件数は前年に比べ減少しております。

11年間 財務・非財務サマリー
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財務・非財務情報

連結財務諸表
(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
(2022年12月31日) (2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,437 15,132

受取手形及び売掛金 16,606 17,494

有価証券 2,999 2,999

商品及び製品 8,121 9,440

仕掛品 7,127 8,145

原材料及び貯蔵品 3,167 4,220

その他 502 726

貸倒引当金 △101 △61

流動資産合計 53,861 58,099

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 24,010  24,553

減価償却累計額 △12,988 △13,846

建物及び構築物（純額） 11,022 10,706

機械装置及び運搬具 55,534 58,196

減価償却累計額 △45,540 △47,108

機械装置及び運搬具（純額） 9,993 11,087

土地 5,931 6,104

リース資産 1,592 1,693

減価償却累計額 △424 △544

リース資産（純額） 1,167 1,148

建設仮勘定 1,773 3,104

その他 5,489 5,711

減価償却累計額 △4,240 △4,619

その他（純額） 1,248 1,091

有形固定資産合計 31,138 33,243

無形固定資産 289 488

投資その他の資産

投資有価証券 350 503

繰延税金資産 1,490 1,491

退職給付に係る資産 566 685

その他 1,896 2,272

貸倒引当金 △160 △171

投資その他の資産合計 4,143 4,781

固定資産合計 35,571 38,513

資産合計 89,432 96,612

連結貸借対照表 (単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
(2022年12月31日) (2023年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,328  2,718

電子記録債務 1,004  831

短期借入金 285 －

未払金 1,890 2,523

未払法人税等 1,734 1,675

賞与引当金 772 772

役員賞与引当金 113 32

その他 3,018 2,557

流動負債合計 11,147 11,111

固定負債

繰延税金負債 125 129

退職給付に係る負債 147 174

資産除去債務 272 278

その他 538 394

固定負債合計 1,084 976

負債合計 12,231 12,088

純資産の部

株主資本

資本金 7,947 7,947

資本剰余金 9,609 9,609

利益剰余金 55,672 61,710

自己株式 △60 △61

株主資本合計 73,168 79,206

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 117 222

為替換算調整勘定 3,944 5,053

退職給付に係る調整累計額 △83 △11

その他の包括利益累計額合計 3,978 5,264

非支配株主持分 53 53

純資産合計 77,200 84,524

負債純資産合計 89,432 96,612
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財務・非財務情報

連結財務諸表
(単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,947 9,609 51,748 △60 69,245

当期変動額

剰余金の配当 △1,258 △1,258

親会社株主に帰属する当期純利益 5,181 5,181

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の
項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 3,923 △0 3,923

当期末残高 7,947 9,609 55,672 △60 73,168

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
(自　2022年 １  月 １日
  至　2022年12月31日)

(自　2023年 １  月 １日
  至　2023年12月31日)

当期純利益 5,186 7,507
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △42 104
為替換算調整勘定 1,065 1,058
退職給付に係る調整額 △49 71
持分法適用会社に対する持分相当額 47 54
その他の包括利益合計 1,021 1,289

包括利益 6,207 8,796
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 6,201 8,791
非支配株主に係る包括利益 6 4

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
(自　2022年 １  月 １日
  至　2022年12月31日)

(自　2023年 １  月 １日
  至　2023年12月31日)

売上高 43,774 49,251
売上原価 29,346 31,528
売上総利益 14,427 17,722
販売費及び一般管理費 7,759 8,439
営業利益 6,667 9,283
営業外収益

受取利息 92 90
受取配当金 67 69
為替差益 282 361
持分法による投資利益 158 304
売電収入 42 38
その他 127 86
営業外収益合計 770 952

営業外費用
支払利息 33 25
減価償却費 16 16
受託研究費用 9 －
その他 8 10
営業外費用合計 68 52

経常利益 7,369 10,182
特別利益

固定資産売却益 11 87
投資有価証券売却益 1 －
補助金収入 42 382
受取和解金 73 －
特別利益合計 129 470

特別損失
固定資産売却損 1  0
固定資産除却損 112 215
減損損失 － 120
操業停止による損失 87 －
特別損失合計 200 336

税金等調整前当期純利益 7,298 10,317
法人税、住民税及び事業税 2,503 2,849
法人税等調整額 △391 △40
法人税等合計 2,112 2,809
当期純利益 5,186 7,507
非支配株主に帰属する当期純利益 4 0
親会社株主に帰属する当期純利益 5,181 7,506

連結損益計算書 連結株主資本等変動計算書　前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

連結包括利益計算書

(単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,947 9,609 55,672 △60 73,168

当期変動額

剰余金の配当 △1,468 △1,468

親会社株主に帰属する当期純利益 7,506 7,506

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の
項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 6,038 △0 6,037

当期末残高 7,947 9,609 61,710 △61 79,206

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 159 2,833 △33 2,959 52 72,256

当期変動額

剰余金の配当 △1,258

親会社株主に帰属する当期純利益 5,181

自己株式の取得 △0
株主資本以外の
項目の当期変動額（純額） △42 1,111 △49 1,019 1 1,021

当期変動額合計 △42 1,111 △49 1,019 1 4,944

当期末残高 117 3,944 △83 3,978 53 77,200

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 117 3,944 △83 3,978 53 77,200

当期変動額

剰余金の配当 △1,468

親会社株主に帰属する当期純利益 7,506

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当期変動額

（純額） 104 1,109 71 1,285 0 1,285

当期変動額合計 104 1,109 71 1,285 0 7,323

当期末残高 222 5,053 △11 5,264 53 84,524

連結株主資本等変動計算書　当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）
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所有者別株式数分布状況

所有者別株主分布状況

（2024年6月30日現在）

個人・その他
7,137,599株
34.00%

個人・その他
7,581名
95.64%

その他の国内法人
3,042,068株
14.49%

金融機関
6,241,800株
29.74%

外国人
4,348,100株
20.71%

金融商品取引業者
223,021株　1.06%

金融商品取引業者
35名　0.44%

金融機関
28名　0.35%

その他の国内法人
77名　0.97%

外国人
206名　2.60%

（2024年6月30日現在）

（2024年6月30日現在）

発行済株式の総数 20,992,588株
単元株式数 100株
株主数 7,927名

（2024年6月30日現在）

株主名 持株数 
（千株）

持株比率 
（％）

株式会社日本カストディ銀行
（信託口） 2,361 11.26

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 1,863 8.89

近藤　朋子 1,560 7.44
近藤　尚孝 1,218 5.81
近藤ホールディングス株式会社 1,165 5.55
公益財団法人近藤記念財団 834 3.98
ＮＴコーポレーション株式会社 626 2.98
近藤　孝子 620 2.96
森田　純子 600 2.86

野村信託銀行株式会社
（投信口） 537 2.56

会社概要

株式の状況

大株主

※持株比率は自己株式（20,217 株）を控除して計算しております。

株式情報

社名

創業

会社設立

資本金

代表者

東洋炭素株式会社

1941年2月11日

1947年7月31日

79億円（2022年6月30日現在）

代表取締役会長兼社長兼CEO
近藤　尚孝

会社情報

https://www.toyotanso.co.jp/

経営企画本部 企画部 IR広報グループ
大阪府大阪市北区梅田1-13-1 
大阪梅田ツインタワーズ・サウス16F
https://www.toyotanso.co.jp/Contact/

WEBサイト

お問い合せ
窓口
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財務・非財務情報

連結財務諸表
(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
(自　2022年 １  月 １日
  至　2022年12月31日)

(自　2023年 １  月 １日
  至　2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 7,298 10,317
減価償却費 3,153 3,375
減損損失 － 120
持分法による投資損益（△は益） △158 △304
退職給付に係る資産又は負債の増減額 △43 △0
賞与引当金の増減額（△は減少） 152 △16
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 83 △80
貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △45
受取利息及び受取配当金 △159 △159
支払利息 33 25
為替差損益（△は益） △324 △385
固定資産売却損益（△は益） △10 △86
固定資産除却損 112 215
売上債権の増減額（△は増加） △2,021 △459
棚卸資産の増減額（△は増加） △1,959 △2,883
仕入債務の増減額（△は減少） △127 △65
その他 1,131 △692
小計 7,150 8,871
利息及び配当金の受取額 201 249
利息の支払額 △34 △24
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,692 △2,879
営業活動によるキャッシュ・フロー 5,625 6,216

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △8,334 △5,722
定期預金の払戻による収入 7,722 8,018
有形固定資産の取得による支出 △4,219 △4,698
有形固定資産の売却による収入 13 108
無形固定資産の取得による支出 △91 △276
関係会社株式の取得による支出 △269 －
その他 △76 △123
投資活動によるキャッシュ・フロー △5,253 △2,693

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） 101 △297
長期借入金の返済による支出 △34 △9
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △190 △191
自己株式の取得による支出 △0 △0
配当金の支払額 △1,259 △1,467
非支配株主への配当金の支払額 △4 △4
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,388 △1,970

現金及び現金同等物に係る換算差額 320 276
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △696 1,828
現金及び現金同等物の期首残高 12,470 11,773
現金及び現金同等物の期末残高 11,773 13,601

連結キャッシュ・フロー計算書
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